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第1章 本研究の目的と論文の構成 
インターゼミ（社会工学研究会）多摩学班では、これまで現在の多摩地域の社会や文

化、風土などを形作る諸要素について多角的に研究を行ってきた。 

インターゼミ開講当初は多摩ニュータウンに関する基礎調査及び地域活性化策の研究を

手掛けた。2010（平成 22）年度からの数年間は八王子千人同心など多摩地域にゆかりのあ

る人物に焦点を当て、2014（平成 26）年度以降は現代の多摩地域の問題点を指摘し、その

解決策を提案してきた。直近の 3年間については、若年層から見た「住みたい」「住みよ

い」街づくりに焦点を当て、多摩地域の産業や歴史について寺島実郎学長が会長を務める

一般財団法人日本総合研究所の幸福度ランキングを参考に調査を行い、多摩地域の特徴を

見極め、課題の発見と解決に向けた提言を重ねてきた。 

2022（令和 4）年度においては、直近 3年の研究テーマである「住みよい街」づくりに

不可欠な要件といえる「安心・安全」をキーワードに、近年増加しつつある自然災害に対

する備えとしての「防災」を考察対象とする。かつての関東大震災や東日本大震災から、

将来の発生が予想される首都圏直下型地震に至るまで、地震が頻発するわが国において、

その対策は喫緊の課題となっている。また近年の異常気象がもたらす降雨量の増大は夏季

から秋季にかけて大規模水害を頻発させており、近い将来懸念される富士山の噴火も、そ

の規模によっては多摩地域の社会インフラ・住民への健康に看過できない影響を及ぼす可

能性がある。これら地震、水害、噴火が我々の考える自然災害である。 

この自然災害が多摩地域で発生することを想定したうえで、我々は東京都より 23区及

び島嶼部を除いた市部及び郡部（26市 3町 1村）を多摩圏と定義して研究を進めることに

した 1。これら地域で生じる自然災害に対する防災対策のありかたを考察するため、今年

度の研究テーマを「多摩圏の防災対策－現状と今後の展望―」に定めた。 

第 2章では多摩地圏の特徴を人口動態と自然環境に求め、そこを起点に多摩地域の自然

災害の歴史を探ることで我々が備えるべき自然災害と防災上の留意点を明らかにする。第

3章では自然災害に対する防災体制を「公助・共助・自助」という枠組みで捉え、地方公

共団体、その他行政組織、民間企業、地域共同体たる自治会を対象に、彼らが行う具体的

な取り組み（予防・応急対策）について事例を交えて把握する。第 4章ではそれまでの考

察・調査結果を踏まえた今後の展望として、ヒト・モノのネットワークの活用を通じた多

摩大学の防災拠点化（多摩大学版共助モデル）を提言する。第 5章では今回の研究内容の

特徴とその貢献を明らかにしつつ、今後の課題について指摘する。 

  

 
1 長島ほか（2022）、16ページより引用。なお本研究における多摩圏の定義は引用元の

それと若干異なる。 
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第2章 多摩圏の特徴と自然災害の歴史 

第1節 多摩圏の特徴 

第1項 市町村の構成と人口の推移 
本章では第 1章で定義した通り、23区並びに島嶼部を除いた市部及び郡部（26市 3町 1

村）を多摩圏として、防災対策との関わりを念頭にこの地域の人口動態を概観する。 

周知の通り、わが国の総人口は 2008（平成 20）年の約 1億 2,808万人をピークに 2011

（平成 23）年から減少過程に突入し、2022（令和 4）年の総人口概算値は約 1億 2,483 万

人、前年同月と比較して約 67万人減が見込まれている 2。他方、東京都の総人口はその後

も継続的に増加したものの、2020（令和 2）年をピークとして翌年減少に転じた。2022

（令和 4）年 10 月 1日現在は再び増加したもののピーク時の水準には達していない（図表 

2-1）。 

 

図表 2-1 東京都・区部・多摩圏における人口の推移（2002－2022年；人） 

 
注：各年 10 月 1日現在。直近 2年は 2020（令和 2）年 10月 1日現在の国勢調査人口を

基準とする推計値。島嶼部は除く（以下同様） 

出典：東京都総務部統計局「住民基本台帳による世帯と人口」 

 

都内総人口を地区別に見ると、区部人口が約 970万人と都全体の約 70%を占めているこ

とから、この動向が 2021（令和 3）年の都内総人口の増減に最も影響を及ぼしたことは容

易に想像できる（図表 2-2）。他方、多摩圏の場合、郡部こそ減少傾向にあるものの人口

の多い市部は増加傾向にあることから、全体的な傾向として人口増の基調に変化は生じて

いない。 

 

図表 2-2 東京都総人口に対する地区別比率の推計値（2022年 10月 1日現在） 

 総人口 区部 市部 郡部 多摩圏 

人口（人） 14,040,732 9,720,389 4,241,974 54,636 4,296,176 

人口(%) 100.00 69.23 30.21 0.39 30.60 

注：島嶼部を除くため合計が 100%にはならない 

出典：図表 2-1に同じ 

 

 
2総務省統計局ホームページ「１．人口減少社会、少子高齢化」  
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それでは直近 2年間に生じた人口増減の背景には何があるのだろうか。区部人口がマイ

ナスに転じた 2021（令和 3）年の状況を探ると以下の点が確認できる。第 1点は社会増で

はプラスながらも増加の幅が大きく減少したことである。第 2点は自然増減が過去最大の

マイナス値を記録したことである。第 3点はその他の増減も過去最大のマイナス値を記録

したことである 3。これらの背景には共通して新型コロナウイルスの影響があるものと推

察される。コロナウイルス感染を避けるための人口密集地帯からの離脱、ウイルスの感染

もしくはその副次的被害による死亡者数の増加、外国人の入国制限・国外退去による減少

がみられるが、これらの同時発生は新型コロナウイルス抜きに説明できない（図表 

2-3）。 

 

図表 2-3 東京都区部の要因別人口増減数（2002－2021 年；人） 

 
注：各年 1月から 12 月の間の増減数 

出典：図表 2-1に同じ 

 

他方、多摩圏は人口増加率を低下させつつも増加基調を維持している。この傾向は社会

増減（都外および区部からの転入）が過去最大のプラス値を記録し、それが自然増減とそ

の他の増減のマイナス値を上回ったことによるものである（図表 2-4）。都外および区部

からの転入の大幅増加は、新型コロナウイルスの影響から免れるために人口密集度が区部

より低い多摩圏への転入を選択した結果だと解釈できる。このように直近 2年間の区部及

び多摩圏の人口動態から新型コロナウイルスの影響を読み取ることができる。 

 

図表 2-4 東京都多摩圏の要因別人口増減数（2002－2021年；人） 

 
注：図表 2－3に同じ 

出典：図表 2－1に同じ 

 
3 その他増減とは、住民基本台帳の記録漏れや誤記などを知った際の職権による住民票

の記載、消除または修正 による増減、外国人の帰化による増加、国籍喪失による減少な

どをいう。 
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第2項 平均年齢の上昇にみる高齢化の進行 
以上の通り、直近 2年間に見る東京都の人口増減は新型コロナウイルスの影響を受け  

ているが、その背後で平均年齢の上昇は着実に進行している（図表 2-5）。東京都の平均

年齢は 1991（平成 3）年から 2022（令和 4）年にかけて 37.66 歳から 45.51歳へと上昇し

ているが、地域別に見ると上昇の程度に明確な違いが認められる。東京都区部の場合、同

一期間で平均年齢は 38.34歳から 45.01歳へ上昇しているのに対し、市部の場合は 36.11

歳から 46.54 歳、郡部については 36.34歳から 50.45歳へと上昇幅が大きい。 

 

図表 2-5 区部・市部・郡部の平均年齢の推移（1991－2022年；歳） 

 
注：各年 1月 1日現在の数値 

出典：図表 2－1に同じ 

 

この平均年齢の上昇は高齢者層の増加を示唆しており、2000（平成 12）年から 2020

（令和 2）年にかけて、東京都は 64 歳以下の人口比率が減少する一方、65歳以上が顕著

に上昇している。市部の 65歳以上の比率を見ると 16.51%から 21.49%に、多摩圏全体では

14.56%から 25.52%へ上昇している。多摩圏の上昇が著しいことが分かる（図表 2-6）。 

 

図表 2-6 年齢別人口比率の推移（2000－2020年；%） 
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注：「不詳」を省いた計算結果を表示 

出典：総務省統計局ホームページ『国勢調査 都道府県・市町村別の主な結果』 

今後、人口減少と少子高齢化が表裏一体で進行することが予想されることから、防災対

策においては高齢者の支援体制構築が多摩圏における課題となろう。 

第3項 昼間人口と夜間人口の比較 
人口調査の際、通勤・通学を目的に流入・流出する人口を常在人口（夜間人口）と併せ

て昼間人口を推計することがある。昼間人口はオフィス街において増加し、ベッドタウン

において減少する傾向があるため、時間帯によって人口が大きく異なる地域を洗い出し、

その地域の特徴を洗い出すことを狙いとして別途推計される。 

この昼間人口と夜間人口との比率である昼夜間人口比率は、各区市町村の役割が「仕

事・勉学の場」、「生活の場」のどちらに重きを置いているかを判断する指標として活用

される。国勢調査の結果をもとに算出される各地域の昼夜間人口比率から次のことがいえ

る（図表 2-7）。 

 

図表 2-7 東京都の昼間・夜間人口とその比率（2020年 10月） 

 昼間人口（人） 夜間人口（人） 昼夜間人口(%) 

東京都 16,315,279 14,047,594 116.14 

区部 12,346,348 9,733,276 126.85 

市部 3,883,827 4,234,381 91.72 

郡部 60,135 55,476 108.40 

多摩圏（市部及び郡

部） 

3,943,962 4,289,857 91.94 

注：東京都には島嶼部が含まれる 

出典：図表 2－6に同じ 

 

まず東京都の昼夜間人口比率は 116.14%となっているが、それは区部の同比率が

126.85%と比較的高水準であるからにほかならない。上位 3区の千代田区、中央区、港区

は 300%超と突出して高い一方、下位 3区の練馬区、江戸川区、葛飾区は 80%前後と後述す

る多摩圏の平均値より低い水準となっている。 

他方、多摩圏の昼夜間人口比率は 91.94%となっており、この地域がベッドタウンとして

の役割を担っている状況が読み取れる。市部でも比率で上位の立川市、武蔵野市、多摩市

はおおよそ 100%超の水準となる一方、下位 3市の狛江市、稲城市、西東京市は 80%前後の

水準にとどまることから、商業施設の規模や企業の集積度、交通の利便性もこの比率に影

響しているようだ。郡部の昼夜間人口比率は 108.40%と意外に高く 3町 1村すべて 100%超

の水準である。このことは他地域の居住者が郡部へ通勤していることを示している 4。 

以上の考察から、区部の場合、通勤・通学者の存在を念頭に置いた支援が必要となる。

他方、多摩圏の場合、遠方からの通勤・通学者が比較的多い大規模企業や大学などで比較

的発生しやすい帰宅難民を除けば、常在者の被災を念頭に置いた防災対策が重要となろ

う。 

第4項 人口動態に見る多摩圏の特徴 
本節では多摩圏の特徴を探るために東京都を区部と多摩圏に分けてその人口動態を中心

に比較してきた。そして東京都区部との比較の結果、多摩圏は①ほぼ一貫した人口増の継

 
4 総務省統計局ホームページ『国勢調査 都道府県・市町村別の主な結果』 
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続、②高い平均年齢、③高齢層比率の上昇傾向、④低い昼夜間人口比率という特徴を持つ

ことが明らかとなった。 

東京都において高齢化の影響が比較的早く表れているのは多摩圏であるため、ここで発

生する自然災害が居住物件の損壊や公共インフラの機能不全をもたらすという想定のも

と、高齢化する常在者を支援するための計画策定が喫緊の課題となる。なお次節では多摩

圏の特徴を自然環境の観点から把握することで、この地域において注意すべき自然災害と

は何かについて考察する。 

第2節 多摩圏の自然環境 

第1項 本研究で対象とする自然災害の種類について 
本研究では「風水害」「地震」「噴火」の 3類型の災害を対象とする。「風水害」につ

いて、まずその定義を確認しておく。気象庁によると、「強風と大雨および高潮、波浪に

より起こる災害の総称」としている 5。また、東京都防災ホームページでは、東京で起こ

りやすい風水害を、「河川の氾濫」「土砂災害」「高潮による氾濫」の 3種類に大きく分

類できるとしている。多摩圏では、山地や丘陵地、多摩川などの河川を有していることか

ら、「河川の氾濫」及び「土砂災害」が発生してきた（図表 2-8）。本研究では、風水害

について、この 2種類を念頭に、今後の想定について調査を行う。 

 

図表 2-8 東京都の地形 

 
出典：東京都防災ホームページ「東京で起こりやすい風水害ってなに」 

 

「地震」については、主として、関東大震災、東日本大震災が多摩圏に与えた影響、及

び今後の想定について調査を行う。 

「火山」については、多摩圏に活火山はないが、主として、富士山のこれまでの噴火が

多摩圏に与えた影響、及び今後の想定について調査を行う。 

第2項 本研究で対象とする時代区分について 
本研究では江戸期から 2022（令和 4）年までに発生した災害を対象とする。 

多摩圏では時代により土地利用が変化し、それに伴い災害の態様にも変化が生じている

ことから、以下 3つの時代区分に整理した。昭和期Ⅰは、1926（昭和元）年から 1965（昭

 
5 気象庁ホームページ「気象災害に関する用語」 
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和 40）年とし、多摩ニュータウンの本格開発の前の時期となる。昭和期Ⅱは、1966（昭和

41）年以降とし、開発開始後にあたる。 

なお、2章で取り上げる災害については、特に甚大な被害を引き起こした災害に限る。

その他、詳細の記録については、巻末に「多摩地域における災害年表」にまとめて記載す

る。 

第3項 多摩圏の地形（地形・河川・地盤） 
多摩圏の地形は、西側を山地、東に向かって丘陵地（なだらかな小山が次々に続く地

形）を含んでいる（図表 2-8）6。山地帯は関東山地の一部にあたり、多摩西部を広く覆っ

ている。雲取山(標高 2,017m)を頂点に起伏が大きく険しい山容を呈しており、東に向かっ

て徐々に標高を下げて山麓地を形成し、多摩川以北で武蔵野台地に、以南で多摩丘陵と区

分される。多摩川以北に分布する武蔵野台地は、荒川低地西縁までの広範な地域に及び、

関東ロームを主体とする数段の台地面で構成されている。 

東村山市、東大和市、武蔵村山市の各北端には、関東山地山麓部から離れた残丘状の狭

山丘陵が一部属する。多摩川以南に分布する多摩丘陵は、河川浸食による開析が著しく、

谷が樹枝状に分布する複雑な地形となっている。丘陵南縁に沿う神奈川県境部の一部は相

模原台地に属する。 

多摩川は、その源を山梨県甲州市の笠取山（標高 1,953m）に発し、途中秋川や浅川など

多くの支流を合わせながら、東京都の西部から南部へ流下し、東京都と神奈川県の都県境

となり、東京都大田区で東京湾に注いでいる。その流域は、山梨県、東京都、神奈川県の

1都 2県にまたがり、幹川流路延長 7138km、流域面積 1,240㎢の一級河川である。首都圏

を流れる一級河川の中では、勾配が比較的急な河川であり、中流部でも扇状地的な特性を

残している（図表 2-9）8。この勾配の特徴をもつ多摩川は、古くから「あばれ川」と呼ば

れ、しばしば洪水を繰り返しその流れを蛇行させてきた。これについては、第 2節で詳し

く述べていく。 

 

図表 2-9 東京都管内の河川 

 
出典：東京都建設局ホームページ「１．河川計画」 

多摩圏の地盤は、地形によって特徴が見られる。前述したように、多摩圏は山地、丘陵

地、台地で形成されている。山地では、各種岩盤類が基盤を形成し、その上位を黒ボク土

 
6 東京都防災ホームページ「東京で起こりやすい風水害ってなに」 
7 一つの水系の中で流量・流域面積の大きいものを幹川とし、河口から谷をさかのぼっ

た分水界上の点までの流路の延長をいう。 
8 東京都建設局ホームページ「１．河川計画」 
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や森林性有機質土、岩盤風化土砂などが覆っている。丘陵地では、基盤構成はほぼ山地に

準じ、上位を黒ボク土やローム土が覆っている。台地では、砂礫や泥流堆積物により形成

された地形面（洪積台地、段丘面など）の上位に、火山灰質の関東ロームが厚く分布して

いる。ローム層の厚さは、被覆している下位地形面の形成年代や地質構造によって大きく

異なる。 

これまで多摩圏の地盤は固く、地震が起きた場合でも増幅されにくいことから、比較的

危険性の低い地域とされてきた。地盤分類図（図表 2-10）によると、地震が起きた際の

揺れやすさの目安を示す増幅率が多摩圏では、1.0〜1.7と他地域に比べ低くなっている。 

 

図表 2-10 あなたのまちの危険度 

 
出典：東京都都市整備局（2022）、4ページ 

 

しかしながら、最新の調査によるデータ解析やこれまでの経験値から、多摩圏でも地盤

の弱い箇所があることがわかってきた。これらの箇所については、次の 2点が指摘されて

いる。 

1点目は、多摩圏には「谷戸」と呼ばれる地形が点在している点である。谷戸は、丘陵

や台地の縁辺部が長い時間をかけて侵食されてでき、なだらかな丘陵地に浅い谷が切れ込

んでいる地形である（図表 2-11）。谷戸は豊かな湧水をもち、起伏の多い土地であるた

め、地震や風水害による土砂崩れが発生しやすい。これについては第 3節で事例を挙げて

みていく。 

 

 

 

 

 

注
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図表 2-11 多摩丘陵の谷戸の地形を生かした忠生公園 

 
出典：多摩めぐりの会ブログ 

 

2点目は、多摩圏には「切り土」と「盛り土」を行った箇所が多くあるという点であ

る。傾斜地や低地などにおいて、宅地以外の土地を宅地にするために、斜面を切り取り、

平らな地面を作り（切り土）、斜面に土を盛って地盤を高くする（盛り土）が行われる

（図表 2-12）。 

東京都の「大規模盛土造成地マップ」（図表 2-12）9を見ると、多摩ニュータウンなど

の大規模な宅地開発があったことから、多摩圏の中でもとりわけ南多摩地域に多いことが

わかる（宅地レベルの盛り土については、「重ねるハザードマップ」10で確認することが

できる。）。東京都は、「現時点では、都内には相当数の居住者に危害を生ずるおそれが

大きい一団とする『造成宅地防災区域』に指定すべき大規模造成地は存在していない」11

としている。 

 

図表 2-12 盛り土と切り土のイメージ 

 
出典：日経新聞デジタル 2020年 7月 7日 

 

 
9 東京都都市整備局ホームページ 
10 国土地理院ハザードマップポータルサイト 
11 東京都都市整備局ホームページ「宅地造成」 
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しかしながら、最新の調査によると、資料の残る 1958（昭和 33）年狩野川台風以降の

最近 60年間において発生した土砂崩れの発生要因として、盛り土と、前述した谷戸との

関連性が指摘されている 12。このように多摩圏の地盤については、構成される地質面での

地盤の強さと、近年明らかになってきた地盤の弱さについてもおさえておきたい。 

ここまで多摩圏の地形について概観してきた。これらを踏まえた上で第 3節では、多摩

圏における災害の歴史について詳しくみていくことにする。 

 

図表 2-13 大規模盛土造成地マップ（東京全域） 

 
出典：東京都都市整備局ホームページ 

 

第3節 多摩圏における災害の歴史 

第1項 風水害の歴史 
1.江戸期 

史料が残る江戸期以降の災害をたどると、多摩の人々は日常的に風水害と向き合ってき

たことがわかる。例えば、多摩市民に馴染みの深い大栗川 13の流路は現在とは違い、大き

く蛇行していた。川幅も狭く、地面から近い位置に水面があったため、多摩川を含む川や

水路では、大雨や台風などが来ると、毎年のように水害が発生してきた。また、起伏が多

く湧水の豊富な丘陵地を含む多摩圏では、土砂崩れも頻繁に発生してきた。 

江戸期には、記録に残るもので 96件の風水害が発生している 14。中でも三大風水害とし

て、1742（寛保 2）年、1846（弘化 3）年、1859(安政 6)年が挙げられ、それぞれ甚大な被

害を及ぼしたものとして記録されている。特に、寛保の洪水は、江戸期最大の風水害であ

ったと言われている。近畿地方に上陸した台風が関東地方で猛威を振るい、利根川、荒

 
12 磯谷(2020)、68ページ 
13八王子市から多摩市を流れる多摩川水系の一級河川。アニメ映画「耳をすませば」の

モデル地にもなった。 
14 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、関連年表より集計、78-82ページ 
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川、多摩川の本支流で出水する被害となった。多摩川南岸にあった下河原地区は、この洪

水で居住地を流されたことにより北岸（現・府中市）に移住することになった。 

また、江戸期には、度重なる風水害により、流路が変動することも度々あったと記録さ

れている。その一例は、1723（享保 8）年の洪水である（図表 2-14）。流路の変動によ

り、新流路と古流路が明確に分けられることが描かれている。南側に流れが移ったことに

より耕作地が流される川欠が起こり、多くの水田が放棄されたという 15。 

このように、江戸期における風水害は、人的被害、居住地の移動などに加え、田畑の作

物にも甚大な被害をもたらし、食料の確保という点からも、人々のくらしに大きく影響を

及ぼしてきたことが分かる。 

 

図表 2-14 多摩川新川出来二付御田地請川原ノ図 享保 10年（1725）6月 

 
出典：公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、28ページ 

 

2.明治期・大正期・昭和期Ⅰ 

風水害は明治期・大正期においても、幾度にわたり大きな被害をもたらした。記録に残

るもので約 23件の風水害が発生している 16。中でも二大風水害とされる、1878（明治

11）年の強雨、1910（明治 43）年の洪水は、甚大な被害を及ぼした。1つ目の風水害（強

雨）は、1878（明治 11）年 9月に、二度にわたって発生した。これにより、大栗川と多摩

川が氾濫し、和田村では橋 5か所や堰山が流され、1名が水死する被害があった。 

2つ目の風水害（洪水）は、1910（明治 43）年に発生し、明治最大の風水害と記録され

る。この年、2度にわたる台風の影響で、荒川、多摩川、利根川水系の各地で洪水が起こ

り、関東地方では 769 名の死者が出た。多摩圏では、多摩川の堤防が決壊し、河川に沿っ

て形成される「自然堤防」17であった小野神社付近まで水が押し寄せる事態となった 18。 

昭和期に入ると、風水害を防ぐために、河川の流路を変え、蛇行を防ぎ、川底を深く掘

削する河川改修が行われるようになった。度重なる洪水を起こしていたのは、多摩川の支

流の大栗川、乞田川であった。これらの川は、激しく蛇行している上に、川幅も細いこと

 
15 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、26ページ 
16 同上、関連年表より記載、78-82ページ 
17 日本地理学会ホームページ 
18 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、35-37ページ 
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から、満水になり溢れ出していたのである。1944（昭和 19）年から 1947（昭和 22）年に

かけて、大栗川の下流部から河川改修が着工された（図表 2-15）。 

 

図表 2-15 六畝歩(ろくせぶ)公園 19 

 
出典：公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、37ページ 

 

これにより、以前よりも洪水の頻度は減ってきた。しかし強い台風が来た際には洪水が

起こった。1958（昭和 33）年の狩野川台風、1966（昭和 41）年の 6月と 9月に襲来した

台風では、多摩市内でも多くの床上浸水、堤防護岸の損壊、土砂崩れなどが発生した 20。 

 

3.昭和期Ⅱ・平成期・令和期 

昭和 40年代から多摩ニュータウン開発が始まった。同時期に大栗川上中流域、乞田川

の流路変更の工事が始まり、1980年代には工事が完了した。この時期には、現在まで記録

に残るもので約 17件の風水害が発生している 21。 

多摩ニュータウンの開発中も氾濫による被害が発生した。1972（昭和 47）年 7月の豪雨

では、八王子市東中野付近の下流蛇行部分で大栗川が氾濫、河岸がえぐられるほどの激流

となった。 

ところで、開発中は、防災について様々な対策が実施された。例えば、水量を調整する

「防災調整池」の設置である。宅地開発で雨が土中に浸透しなくなり、川に流れ込む水の

量が増えたり、多量に発生した土砂が下流に流れ込んだりする恐れがあることから、これ

を防ぐための対策として設けられたものである。また、多摩ニュータウン開発では、地形

に大規模な人工変更を加えるにあたり、風水害や地震などに対する防災対策も検討され

た。東京都の調査によると、造成の際に所定の安全性が確保されており、危険な造成地と

された場所はないと報告されている（図表 2-16）。 

  

 
19 1910（明治 43）年の洪水で砂利が入り込み、土地の境界がわからなくなったため、６

畝（180坪・約 595㎡）ごとに土地を区切って分配したことが公園名の由来となって

いる。 
20 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、38ページ 
21 同上、関連年表より記載、78-82ページ 
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図表 2-16 航空写真でみる大栗川の河川改修 

 

注：年号、橋、地名は筆者が加筆（参考文献『災害と多摩』） 

出典：国土地理院 航空写真データベース 

 

多摩ニュータウンの開発や河川改修完了後は、風水害の頻度は減った。しかし、ここ数

年、環境の変化によって、想定を超える風水害が発生するようになってきた。近年で発生

した最も大きな風水害は、2019（令和元）年 10月の台風 19号によるものである。この台

風は関東甲信越地方など広範囲において、短時間で非常に激しい雨や猛烈な雨を降らせ

た。10 月の月降水量平均値の 3倍となったところもあり、多くの地点で 12時間、24時間

降水量の観測史上 1位を更新した。多摩川（観測地点：檜原）においても同様に過去最高

雨量 653mm（それまでの最高雨量 454mm）を記録した 。家屋や人的な被害や河川の氾濫は

なかったものの、多摩市では 1万 4,833人に避難指示が出された。また、各地で土砂崩れ

や浸水なども発生した（図表 2-17）。 

 

図表 2-17 多摩川（台風 19号の被害） 

 
出典：朝日新聞 2019 年 10 月 12 日 
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台風 19号で経験したような短時間豪雨は近年しばしば見られ、「都市型水害」を引き

起こす危険性があることが、立川防災館での聞き取り調査において指摘された。「都市型

水害」とは、短時間に集中して雨が降ることで、行き場を失った側溝や下水の水があふれ

て浸水（内水氾濫）することである。森林や田畑がなくコンクリートに覆われている都市

部特有の災害であり、土砂崩れや河川が堤防を越えて起こる一般的な水害とは異なり、河

川流域とは異なる場所でも発生する。今後の防災における視点として、こうした近年の都

市型水害への対策も必要となる（図表 2-18）。 

 

図表 2-18 大雨警報・洪水警報が対象とする災害 

 
出典：気象庁「避難勧告等に関係する諸情報の技術について」 

 

4.風水害の歴史小括 

史料の残る江戸期から現在までの多摩川の歴史について概観してきた。江戸期より「あ

ばれ川」と共にくらしてきた先人による防災の取り組み、近年の多摩ニュータウン開発

や、河川改修などでの減災策により、風水害は以前ほど頻繁に発生しなくなった。しか

し、ここ数年見られるような記録的短時間強雨、都市型水害の危険性など想定を超える災

害の危険性は消えない 22。 

また、風水害の件数が減ったことや、転居などでかつての水害を知らない地域住民が増

えたこともあり、多摩圏に暮らす人々の「水防意識」は、全国的にみて低いという調査が

ある 23。 

今後は、近年の多摩圏における水害の特徴、時代の変化の趨勢と住民構成やコミュニテ

ィの変化なども捉えながら風水害への備えを進めていくことが課題となる。 

  

 
22 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、66ページ 
23 多摩大学社会工学研究会多摩学班（2011）、17-18ページ 
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第2項 地震の歴史 
1.江戸期 

史料が残る江戸期以降の災害をたどると、規模の大きな地震を含め様々な記録が残って

いる（図表 2-19）。1703（元禄 16）年には「元禄地震」が発生した。これは房総沖を震

源とする M7.9から 8.2の大地震である。これによる全体の死者は 1万人を超え、町田で

は震度 6から 7、八王子では震度 6の揺れがあったと記録されている 24。安政年間には、

相次ぐ地震の発生が記録されており、中でも、1855（安政 2）年に発生した「安政の大地

震」が最も大きいものであった。江戸市中では火災が起こり、多摩村を支配していた地頭

の江戸屋敷も被害を受けたとされる 25。 

 

図表 2-19 東京府北多摩郡立川村 関東大震災による陸軍飛行第五大隊兵舎の大亀裂 

 
出典：公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、11ページ 

 

2.明治期・大正期・昭和期Ⅰ 

1923（大正 2）年、神奈川県西部を震源とし、M7.9と推定される「関東大震災」が発生

した。死者 10万 5,000人に加え、都市部の火災、建物の崩壊、沿岸部の津波、山間部の

土砂災害などが発生し、甚大な被害を及ぼした。多摩地域では、南多摩郡の南部（現・町

田市）の被害が大きく、多摩村、稲城村もそれに次ぐ倒壊家屋などの被害があったとされ

る。多摩村では、震度 6程度の揺れを記録した。多摩村域では死者は出なかったものの、

2名が本所区（現・東京都墨田区）で命を落としたことが罹災申告書に記載されている。 

南多摩郡では、甚大な被害を受けたものの、大火災の起きた都市部に比べれば人的被害

は大きくなかった。そのため、東京や横浜から逃れてきた人たちの受け入れ場所にもなっ

たと記録されている 26。1923（大正 12）年 9月 22日時点で、多摩村には 190人の罹災者

が避難してきている（図表 2-20）。 

  

 
24 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、6ページ 
25 同上、12ページ 
26 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、23ページ 
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図表 2-20 東京・横浜から南多摩郡への避難者 

 
出典：公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、16ページ 

 

また、関東大震災では、未曾有の「土砂災害」も引き起こされ、全体で 700人前後の死

者を出したと考えられている。多摩地域でも、相原（現・町田市）で土砂災害が発生し、

死者が出ている 27。その他の被害として土砂崩れが挙げられる。多摩圏には「谷戸」と呼

ばれる地域が多くあることは前述した。谷戸は豊かな湧水をもち、起伏の多い土地であっ

たため、関東大震災の際には、多摩圏の各地で多くの土砂崩れの発生による被害が見られ

た。なお、谷戸は地震だけではなく、風水害における被害も受けやすい地形でもあること

をおさえておきたい（図表 2-21）。 

 

図表 2-21 航空写真 多摩市の谷戸風景 (1956年 8月) 

 
出典：多摩市デジタルアーカイブ 

 
27 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、23ページ 
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3.昭和期Ⅱ・平成期・令和期 

関東大震災以後、地震による最も大きな被害を受けたのは、2011（平成 23）年 3月 11

日、三陸沖を震源として発生した M9.0の東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）であ

る。国内においては観測史上最大規模の地震で、東日本太平洋沿岸部では津波が発生し、

死者 1万 5,893人、行方不明者 2,556 人、負傷者 6,152人にのぼる大災害となった。 

多摩圏では、地域によって震度は異なり、震度 2から最大震度 5弱を観測した。ここで

は、最大震度 5弱を観測し、本学も位置する多摩市の被害状況と地震発生後の影響や対応

について焦点を当てる 28。まず、多摩市の建物等の被害状況については、次のようなもの

であった。体育館や公民館など公共施設における壁のひび割れ、水道管からの漏水（4

件）、瓦の落下（13 件）。次に地震発生後の影響についてでは、交通機能が止まり、外出

先に取り残された「帰宅困難者」が発生した。多摩市では、駅近辺の公共施設を当日の受

け入れ施設とし、合計 1,108名を受け入れ、各受け入れ施設では、毛布、水、食料などの

多摩市備蓄の物資が提供された（図表 2-22）。 

 

図表 2-22 帰宅困難者の受け入れ（永山公民館内） 

 
出典：多摩市役所ホームページ 

 

多摩市内の集合住宅（8階）の住民の記録には「重い家具やガスストーブが倒れる、天

井の蛍光灯やブラウン管のテレビが壊れる、物が散乱して歩けない」などがあった 29（図

表 2-23）。 

 

図表 2-23 多摩市内での被害と記録（集合住宅） 

 
出典：公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、68ページ 

 
28 多摩市ホームページ「東日本大震災に対する多摩市の活動記録」 
29 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、68ページ 
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ここまで震災発生後の多摩圏でも多くの人々が影響を受けた例を紹介した。 

この震災の教訓を踏まえて、都は被害想定の見直しを行い、2012（平成 24）年 4月に公

表した。そこで提示された課題から、ポイントとして次の 3点を挙げる 30。 

1点目は、多摩地域における住宅の耐震性への懸念である。耐震基準が緩かった 1980

（昭和 55）年以前に建築された住居戸数は約 42万戸と全体の約 24%に上る。2点目は、平

日の昼間に震災が発生した際の救出救助活動の担い手不足への懸念である。多摩圏は、区

部に通勤・通学する住民が 50万人を超える。3点目は、自助・共助・公助を束ねた取り組

みの推進である。 

本節では、地震とその影響について概観してきた。本節の最後に、今後の地震の想定に

ついて記載しておきたい。東京都防災会議地震部会は、2022（令和 4）年 5月に、首都直

下地震、海溝型地震の被害想定を 10年ぶりに見直した。ここでは、多摩東部直下地震、

立川断層帯地震、大正関東地震と被害想定に着目する。 

 

1.＜多摩東部直下＞10 年前の想定より死者 200人増 31 

多摩東部直下地震は、都心南部直下地震と同じく今後 30年以内の発生確率が 70%とされ

るフィリピン海プレート内で起きる「首都直下型」の 1つである。M7.3を想定し、震度 7

の強い揺れが襲うのは、世田谷と荒川、板橋の 3区のごく一部と、日野市の JR中央線沿

線の一部。墨田と足立、三鷹の３区市は、市域の大半が震度 6強。震度 6強は広範囲にわ

たり、面積でみると、区部の 4割超、多摩地区の 2割を占める（図表 2-24）。想定され

る死者は 4,986人。内訳は区部 3,769 人、多摩地区 1,217 人。都防災会議が 2012（平成

24）年発表の被害想定で挙げた多摩直下地震の被害と比べると、死者は約 200人多くなっ

ている。 

 

図表 2-24 多摩東部直下地震の震度分布 

 
出典：東京新聞ホームページ 

 

2.＜立川断層帯＞多摩地域の約 2割は震度 6強以上 

立川断層帯地震は、発生した場合に 420万人以上が暮らす多摩地域に大きな影響を与え

るため、10 年前に続き想定の対象となった。想定は M7.4。武蔵村山、昭島、福生、立川

各市などの一部が震度 7に見舞われる（図表 2-25）。震度 6強以上の範囲は多摩地域の

約 2割に広がる。火災などで建物約 5万 2,000棟に被害が出る。揺れや火災による死者は

約 1,500 人、避難者は約 59万人と見込まれる。立川断層帯は、埼玉県飯能市から東京都

府中市にわたる住宅密集地域にあり、長さは約 33km。30年以内の発生確率は 0.5〜2%とさ

 
30 東京都防災ホームページ（2012） 
31 この見出しは東京新聞 2022 年 5月 25日より引用。以下の見出し 2及び 3も同じ。 
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れるが、政府の地震調査委員会は「東日本大震災の影響で発生確率が高まった可能性があ

る」と公表している。 

 

図表 2-25 立川断層帯地震（M7.4）地震の震度分布 

 
出典：図表 2－24に同じ 

 

3.＜大正関東＞区部に死者多数 

相模トラフ沿いを震源域とする大正関東地震は、関東大震災をモデルに想定したもので

ある。30年以内の発生確率は 0から 6%とされる。想定は M8クラス。震度 6強の地域があ

るのは大田区や江東区、町田市など。大田区のごく一部の地域は震度７の強い揺れに見舞

われる（図表 2-26）。死者は 1,777人に上る。そのうち区部は 1,469人で、全体の約 83%

を占める。津波が発生するが、区部では最大でも高さ 3メートル以下で、住宅地などは浸

水しない。 

 

図表 2-26 大正関東地震（M8）の震度分布 

 
出典：図表 2－24に同じ 

 

さらに今回の想定では、新たに「災害シナリオ」が盛り込まれた。これは、生活に及ぼ

す影響やライフラインなどへの被害が、地震のあとどのように変化するのか、1ヶ月以上

にわたって時系列で具体的に示したものである。この中には、災害関連死、新型コロナウ

イルス感染症の影響、備蓄がなくなった後の避難所の課題などが想定されている。都は、

こうした想定をもとに具体的な対策を盛り込んだ地域防災計画を今後改訂し、令和 5年度

の早い時期に取りまとめたいとしている 32。  

 

 
32 NHKホームページ首都圏ナビ 
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4.地震の歴史小括 

史料の残る江戸期から現在までの多摩圏の地震の歴史について概観してきた。この間、

多摩圏において大きな影響を及ぼす地震は数える程度であった。しかし、東京都による首

都直下型地震の被害想定を踏まえると、早急な対策が必要であることがわかる。「首都直

下地震時の災害ボランティア活動連携訓練」33を踏まえて内閣府がまとめた実施報告書の

なかで加藤孝明氏（東京大学生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センター）が述

べているように「想定は結果ではなく始まりである」。また「これは行政だけではなく、

各地域や地区において当事者が行うべき」とし、民間、地域、個人による実践の重要性を

指摘している。対策における想定そのものを問い直す必要があることが次の 2点からみえ

てきた。 

1点目は、これまで強いと言われてきた「多摩圏の地盤」の安全性における課題であ

る。前述したように、武蔵野台地の下の柔らかい関東ローム層や巨大な埋没谷の存在は、

地震の揺れを増幅させる可能性がある。また、宅地造成の際の切り土、盛り土の影響も併

せて考えると、地盤については、最新の調査を踏まえた対策を考えていく必要がある。 

2点目は「災害時要援護者対策」である。高齢化の進む多摩ニュータウンでは、災害時

の避難にさまざまな課題があった。加えて障がい者や、近年増加する外国人住民など、情

報や支援が届きづらい人々への対策も視野に入れていく必要がある。 

本節の最後に、民俗学的な観点から多摩圏の災害の継承可能性を考える上での参考事例

を紹介する。パルテノン多摩での聞き取り調査によると、多摩圏には、第 2章「地震の歴

史」で述べたように「谷戸」と名付けられた地名が各地で見られるという。また、パルテ

ノン多摩で 2017 年に開催された特別展「災害と多摩 多摩丘陵の自然災害と多摩ニュータ

ウン開発」の展示図録によると、土砂崩れが起こる土地を意味する「ビャク」と名付けら

れた地名が多摩丘陵で見られるという 34。これらのことから、古くからその場所に暮らし

てきた人々は、地形を意識して生活し、自然災害などの出来事を地名に残して呼んできた

と考えられる。 

「災害と多摩」では「昭和 40年代以降の大規模開発を経た多摩市と多摩ニュータウン

域では、地形改変と都市化によって、災害のあり方が変化しつつあります。さらに、住民

構成の変化や時代の流れによって、過去の災害の記憶の継承の重要性はますます高まって

いるといえます」と指摘する 35。パルテノン多摩の仙仁径学芸員が監修した「やとのい

え」は、絵本を通してニュータウン開発以前からの暮らしや歴史を知ることができる（図

表 2-27）。また、展示図録「災害と多摩」も開発以前の災害を伝える貴重な資料であ

る。これらの資料は、笹原（2016）が言うように「過去にそこで何があったのか、過去の

人たちが災害とどう向き合ってきたのかを考える」一助となるだろう。 

 

図表 2-27 絵本「やとのいえ」 

 
出典：偕成社ホームページ 

 
33 2014年 12 月 11 日、東京都江東区の有明の丘基幹的広域防災拠点施設で実施された。 
34 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、23ページ 
35 同上、66ページ 
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第3項 噴火の歴史 
1.富士山の概要 

多摩圏における噴火の歴史を考察する場合、対象となる火山は富士山及び箱根山となる

が、本研究では噴火規模の違いを考慮して前者のみに焦点を当てる。 

標高 3,776ｍでわが国最高峰、山体体積は約 500万立方キロメートルと陸域最大の火山

である富士山は、わが国に 108座存在する活火山の一つである。この火山はフィリピン海

プレート、北米プレート、ユーラシアプレートが接する地域に、静岡県及び山梨県の二県

にまたがって位置しており、富士火山帯に属する玄武岩質の成層火山である。富士山は今

より約 70万年から 20万年前にかけて活動を開始し、約 1万年前から現在の円錐形となっ

たと考えられている 36。近年、現地調査で明らかになった噴出物の上限関係と放射性炭素

年代地を総合的に検討して年代区分を再構築したものが図表 2-28である。 

 

図表 2-28 富士山の噴火年代区分 

 
注：※1噴火年代区分の須走期の名称は模式地の地名による 

※2 山体崩壊の発生の要因は複数あり、噴火によるものか否かは特定できていない 

※3 火山灰があまり降らなったことにより、植物が茂りそれが腐ってできる黒土（腐植

土）に富む地層 

出典：富士山火山防災対策協議会『富士山ハザードマップ（改訂版）検討委員会報告

書』、2021 年、7ページ 

 

現在では約 10万年前から約 8,000 年前まで活動した星山期・富士宮期と、それ以降、

現在まで活動を続ける須走期に区分される。 

 

2.歴史資料上の富士山噴火 

記録に残る富士山噴火の歴史を見ると西暦 700年から 800年代まで遡ることができる。

最も古い命名された噴火は 800-802（延暦 19-20）年頃に起こった「延暦噴火」である

が、864-866（貞観 6-7）年に起こった「貞観噴火」が、東日本大震と度々比較される貞観

 
36 多摩市防災会議（2022）、第 5部火山災害対策計画、385-386ページ 
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地震との関わりから比較的世に知られている。この噴火は溶岩流出により被害が大きかっ

たことが記録に残されている（図表 2-29）。 

これら 2つの噴火に続いて命名された宝永噴火が発生したのは江戸時代の 1707（宝永

4）年のことである。これ以降、富士山は一度たりとも噴火することなく沈黙を守り続け

ている。この宝永噴火は古文書等に名の残る歴史的噴火の中でも最大規模であったといわ

れている。例えば「噴火は 16日間続き、100km離れた江戸の上空が噴煙で真っ黒になるほ

ど」37であった。「多摩市域でも、『三、四寸（約 9cmから 12cm）』の『砂』が降り積も

り、幕府に救済を求め、給付を受け取った」38との記録が残されている。 

 

図表 2-29 歴史資料上の富士山噴火 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、第 5部火山災害対策計画、388ページ 

 

宝永噴火が多摩圏にもたらした降灰の分布は図表 2-30に示すとおりである。なお火山

灰堆積量については、現在の町田市近辺で 8cm から 16cm、相模原市近辺で 2㎝から 4

㎝、多摩市近辺で 1cm から 2cm程度であったと推計されている。 

  

 
37 公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、4ページ 
38 同上、4ページ 
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図表 2-30 宝永の富士山噴火の火山灰堆積図 

 
出典：公益財団法人多摩市文化振興財団（2017）、4ページ 

 

なお、富士山の噴火のタイプは火砕物と溶岩流の混合型であるものの、火砕流の発生も

少数ながら確認されている。山頂火口では繰り返し同一火口より噴火しているものの、側

火口では同一火口からの再噴火は知られていない。また噴火の規模は小規模なものが多

く、資料に記載のある噴火のうち、最大の火砕物噴火は宝永噴火、最大の溶岩流噴火は貞

観噴火であることがわかっている 39。 

 

3.富士山噴火による被害の想定 

2004（平成 16）年に、国、富士山近辺の山梨県、静岡県、神奈川県、近隣市町村の災害

担当職員及び学識経験者らが中心となり『富士山ハザードマップ検討委員会報告書』を作

成した。その後の 2021（令和 3）年に改訂され、各自治体の噴火対策計画の基礎と位置付

けられている。東京都の場合、火砕物や溶岩流の被害は受けないものの、広範囲の降灰が

社会インフラ、交通インフラ等に被害を与えることが想定されており、喫緊の対策が不可

欠となっている。なお図表 2-31 は多摩市役所が策定した『多摩市地域防災計画』から抜

粋した、想定される噴火の規模と被害の概要であり、図表 2-32はその降灰地域と規模を

示した予想図である。 

  

 
39 多摩市防災会議（2022）、第 5部火山災害対策計画、387ページ 
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図表 2-31 噴火の規模・被害の概要  

 
出典：多摩市防災会議（2022）、388ページ 

 

 

図表 2-32 降灰予想図 

 
注：平成 16 年富士山ハザードマップ検討委員会報告書から再掲 

出典：富士山火山防災対策協議会（2021）『富士山ハザードマップ（改訂版）検討委員

会報告書説明資料、121ページ 

第4節 小括 
本章では多摩圏の人口動態と自然環境について考察してきたが、その結果を整理しつつ

そこから得られる問題点を確認しておこう。 

日本全体の人口減少の動きに逆行する形で増加してきた東京都の人口は、新型コロナウ

イルス蔓延の影響を受けて 2021（令和 3）年に減少に転じた。他方、多摩圏の人口はいま

だ一貫して増加傾向を示すものの、その増加率は急速に低下しつつある。多摩圏における

最大の人口減少要因は自然減（出生者数－死亡者数）だが、2019（平成 31）年以降 1万人

以上の減少を記録しており、その傾向は続くことが予想される。新型コロナウイルス感染
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拡大の影響が今後どのように影響するか不明な点はあるが、東京都全体、そして多摩圏と

もに 2020年代中に人口総数がピークアウトを迎え、その後減少に転じるものと推察され

る。 

東京都内における自然減の増加傾向は高齢者比率（65歳以上）の上昇を通じて平均年齢

を引き上げており、多摩圏の場合は区部と比較してその傾向が顕著となっている。以上の

ことから、多摩圏における防災活動を構想、計画する際に高齢者層への支援を念頭に置く

ことが必要かつ重要となる。 

人口問題を検討する際には常在者である夜間人口だけでなく通勤・通学者も含めた昼間

人口を考慮する視点も必要である。東京都の昼間／夜間人口比率は 100%超が常態だが、そ

れは通勤・通学者により昼間人口が増大する区部の影響を強く受けた結果に過ぎず、多摩

圏の場合は常に 100%を下回っている。それゆえ多摩圏における防災活動の中心は、帰宅難

民への支援ではなく住居の損壊や公共インフラの機能不全に備えた常在者への生活支援と

なろう。 

なお、多摩圏は関東平野を流れる多摩川以北に武蔵野台地、多摩川以南に丘陵地帯を有

する東京西部の高台を中心に形成されている。活断層が広がる立川地域を包摂しつつも比

較的地盤が固い武蔵野台地を中核地盤に持つなど、東京都区部と比較するならば地震には

強い地域といわれてきた。しかしながら 2021（令和 3）年に公表された東京都中心部の地

盤図によると、武蔵野台地の下にはやわらかい関東ローム層や巨大な埋没谷の存在が指摘

されている。これらの存在は地震の際の揺れを増幅させる危険性が指摘されており、さら

には丘陵地の宅地造成における切土、盛土の影響を考慮すると、従前指摘されてきたほど

多摩圏の地盤は盤石ではない可能性がある。 

さらに河川の氾濫による水害に悩まされてきた歴史があることから、線状降水帯による

豪雨と、それに伴う副次的災害に比較的弱い地域であるため、地震と水害を念頭に置いた

防災対策が多摩圏においてより求められることになろう。 

以上の考察から、多摩圏における防災活動を構想・計画する際の課題は次の 3点とな

る。第 1の課題は高齢者への配慮である。第 2の課題は住居損壊や公共インフラの機能不

全への対応である。第 3の課題は地震や水害を主に想定した対策の立案である。これら課

題に応えうる防災対策と活動が多摩圏には求められるが、それを実践する主体は行政、民

間、地域共同体、個人の各レベルに分散する。近年では防災活動を実施主体ごとに区分し

て再構成する試みが推奨されている。次章ではこの観点から防災活動全般を捉えつつ、多

摩圏における防災活動への接近を試みる。 
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第3章 多摩圏における防災への取り組み 

第1節 多摩圏における公助の取り組みについて 
本章では、まず「公助」「共助」「自助」について地域防災力との関わりから考察す

る。 

近年、大規模災害の発災時における地域防災力との関わりについて、この 3分類、すな

わち 3助が頻繁に登場するようになった（図表 3-1）。その理由として、災害時の初期段

階において、いかに被災地域の困難を軽減することができるか、また、その可能性を求め

ることが欠かせないと考えられるようになったからである。 

この 3助の表現は、防災関係の文脈においては、2000年頃から多く用いられるようにな

り、2011年の東日本大震災以降には各市町村が中心となり、3助を中心とした法整備が行

われ、公助のみならず、共助と自助を含む多様な主体の参加により「地域防災力」の強化

を目指して今日に至っている。 

まず、多摩学班の研究において、防災における公助、共助、自助を以下の通り定義す

る。 

公助：大きく分けて 3つあると考えられる。まず、国と都道府県と市町村でありそれぞ

れの役割は異なる。直接的な災害救助に限定すれば、市町村での中心的な役割を果たすの

が消防であり、都道府県レベルでは警察、国レベルでは自衛隊や海上保安庁ということに

なる。もちろん公助には各行政機関も含まれる。 

共助：大規模災害の共助は、大きく分けて 2つあると考えられる。1つは地域コミュニ

ティによる助け合いである。いわゆる互助的な活動である。もう 1つは災害ボランティア

や企業の支援活動を中心とした被災地の内外での活動である。 

自助：自分の命や家族の命を守ることであり、そのために災害に備えることでもある
40。 

 

図表 3-1 公助、共助、自助の関係性 

 
出典：マイレットホームページ 

 

 
40 東京都防災ホームページ「東京防災プラン 2021概要」 
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第1項 国、東京都、多摩圏における公助の取り組みについて 
公助とは行政による公的な支援であると定義される。自助や共助は一般市民が行う防災

であり、できることは限られている。大規模発生時には、消防、警察、自衛隊、市区町村

などの公的機関が、個人では対応できない支援を行う。例えば、被災者の救助や救護、指

定避難所の設営や運営、各種手続きなど災害応急対応、災害復旧や復興に関する対応など

である。平時から災害に備え、災害発生時に迅速かつ適切な対応ができるような制度や仕

組みを構築しておくことも公助の一つといわれている。 

 

1.多摩圏における公助の取り組みについて 

公助防災の取り組みについては多岐にわたり、一般的な取り組みについては図表 3-2の

各項目が挙げられる。 

 

図表 3-2 主な公助の取り組み 

・災害に強い都市基盤の強化 

・情報伝達機能の充実 

・個別支援計画の作成 

・避難所機能の充実 

・備蓄品の整備、マンホールトイレの整備など 

・自助への支援 

 出前講座やパンフレット配布による啓発など 

・共助への支援 

 自主防災活動への補助金交付 

 出前講座による自主防災活動の啓発 

・災害対応（人名救助、復旧・復興など） 

・防災訓練（関係機関との連携強化） 

出典：三田市ホームページ 

 

2.公助が共助を育み、共助が自助を育む【大規模災害時の公助の限界】 

阪神淡路大震災の救出データを踏まえると、自助、共助、公助の関係性は「7:2:1」の

原則として説明されることが多く、公助の面からは「公助の限界」が明確となった（図表 

3-3）。 
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図表 3-3 阪神淡路大震災の被災者への誰からの支援で助かったかのアンケート 

 
出典：三田市ホームページ 

 

また、東日本大震災においても公助に取り組む使命感と責任感から、防災関係者に多く

の犠牲者を出したことは事実である。このような状況を鑑みて、我々は災害が発生した場

合においては、しばらくは行政（公助）の支援を受けることなく、地域住民が自発的に避

難行動をして、地域のコミュニティを基礎に地域住民一人ひとりが中心となって、発災か

ら復興まで携わらなければならないと考える（図表 3-4）。今後の広域災害に備えて地域

住民や地域コミュニティ全体が「災害はひとごと」という意識を転換し、いつ起こるかわ

からない災害に備え、自分でできること、家族でできること、隣近所で力を合わせてでき

ることなどを考え、相互に助け合うことが重要であると自覚しなければならない、このこ

とから、共助には「一人ひとりが支え合う自律」が求められ、その自律が「自助」を育ん

でいくことになるのではないかと考える。 

多摩学班では多摩圏における公助、共助、自助の役割を正しく理解し関係性を定義する

ことにより、多摩圏における自律的なパートナーシップが向上し SDGs の目標 11「住み続

けられるまちづくりを」が実現できる地域となるように発信していきたいと考える。 

 

図表 3-4 大規模災害時の「公助の限界」 

 
出典：三田市ホームページ 

 

3.東京都の防災体制について 

東京都の防災体制は、災害対策本部を中心に整備され、防災センターの情報をもとに、

国、区市町村、その他機関と連携しながら災害に対応している（図表 3-5）。 
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図表 3-5 災害時の体制 

 
出典：東京都防災ホームページ「東京都の危機管理体制」 

 

4.公助の側面から多摩圏における災害に強いまちづくりへ【現状と課題】 

2012（平成 24）年 4月に都が発表した新たな被害想定では、多摩直下地震等が発生した

場合、多摩圏では最大約 2,500人の死者が見込まれる。また、多摩のターミナル駅でも帰

宅困難者が発生するほか、都心への通勤者の多くが自宅に戻れなくなるといった状況も想

定される。加えて、高度成長期を中心に集中的に整備された都市インフラの老朽化が進行

し、今後、一斉に更新期を迎えるうえ、多くの山林や河川を抱えており、台風や局地的集

中豪雨等による水害や土砂災害への備えなども大きな課題となる。 

このような中、今後も引き続き災害に強いまちづくりを進めるとともに、災害に関する

情報提供の充実などにより、地域住民の安全と安心を確保していくことが重要になる。 

第2項 公助に関する事例①（多摩市） 
ここでは多摩市役所（以下、多摩市）の事例を紹介する。多摩市は 2012（平成 24）年

に修正された『東京都地域防災計画』の内容を反映させるため、2013（平成 25）年に『多

摩市地域防災計画』を全面改訂したが、その後も 2016（平成 28）年、2022（令和 4）年の

2回にわたり修正を行っている。ここでは本計画の概要を確認しつつ 2022（令和 4）年の

最新版の特徴を確認しておこう。 

多摩市は本計画において防災力を高めるための「公助、共助、自助」の実現を目指し、

災害の予防及び発災後の応急や復旧、復興の各対策を推進することを狙いとしている。従

前の防災計画との違いは東日本大震災などの大地震から得られた知見などを踏まえた点、

高齢者、女子、障がい者への配慮が強調されている点に集約されよう。本計画は「総則」

「震災対策計画」「災害復興計画」「南海トラフ地震防災対策」「火山災害対策計画」

「風水害編」の計 6部で構成されるが、地震や風水害、噴火が生じた際の通信、避難、備

蓄に焦点を当て、これらの予防対策と応急対策を中心に紹介する。 

 

1.震災発生時の通信 

（1）予防対策 

多摩市の基本方針は「防災機関相互の情報連絡通信体制」および「市民への情報提供体

制」の整備である。多摩市では災害時の通信手段として「デジタル移動通信システム」を



38 
 

各対策部、健康福祉センター等の市施設、ライフライン関係機関（ガス・電気・水道）、

小中学校、警察・消防、緊急医療機関に配備している。 

国と地方公共団体との情報通信に関しては、総合行政ネットワークを利用して緊急情報

を双方向通信で送るだけでなく、強制的に相手側へ送信することもできる。 

多摩市では大規模災害発生時に災害対策本部を設置するため、防災対策室及び無線室を

市庁舎 2階に設置している。これらは東京都災害情報システム（DIS）により都と情報を

共有しつつ、先述した防災行政無線を活用することで被害状況を把握するとともに、災害

対策の意思決定に関する支援を目的に設置されたものである 41。 

（2）応急対策 

多摩市の第 1の基本方針は「情報通信・連絡体制を確立するとともに、被害状況を把握

すること」42である。そのために東京地方で震度 4以上の地震が発生した場合、直ちに通

信機器の緊急点検を行い、必要に応じて復旧措置を講じつつ、関係諸機関（図表 3-6）と

の連絡体制を確立することを基本方針としている。こうした諸機関との間の情報伝達系統

は図表 3-7の通りである。この系統を十分に機能させるには、情報の報告にとどまらず、

被害状況等の情報を円滑に収集できる体制の整備が不可欠となる（図表 3-8）。 

 

図表 3-6 災害発生時の主な情報伝達機関 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-6b、167ページ 

  

 
41 多摩市防災会議（2022）、第 2部-6a、161-162ページ 
42 同上、第 2部-6b、167ページ 
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図表 3-7 災害発生時の情報伝達系統 

 
注：＊1は災害の状況により東京都災害対策本部に報告できない場合 

＊2 は災害の状況により緊急災害現地対策本部が設置された場合 

出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-6ｂ、168ページ 

 

図表 3-8 多摩市「災害対策本部」の情報収集体制 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-6b、171ページ 

 

多摩市の第 2の基本方針は「広報広聴体制を確立すること 43」である。これの狙いは住

民の発する情報を的確に捉えるとともに正確な情報を迅速かつ確実にフィードバックする

ことにある。 

住民からの情報収集では、被災直後に電話相談コーナーや相談窓口を市庁舎に設置する

といった直接的な手法が想定されているが、こうした応急対策の実施から一定時間が経過

した段階で避難所巡回による情報収集も検討されている。市民に対する情報の提供につい

 
43 多摩市防災会議（2022）、173ページ 
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ては、災害対策本部長（市長）から、報道機関（TV、ラジオ、新聞）や公式ホームペー

ジ、公式ツイッター、ライン、YouTube等のあらゆるメディアを活用し、発災直後の情

報、被災者に対する広報を迅速に行うことが計画されている 44。 

 

2.震災発生時の避難 

(1)予防対策 

避難における予防対策の基本方針は避難所、避難場所等の指定である 45。避難所は住ま

いの損壊などで行き場を失った被災者の受け入れが優先されるため、在宅避難、ホテル避

難、縁故避難、車両避難など複数の選択肢があることを記憶に留めておく必要がある 46。

新型コロナウイルスのような感染症に罹患するリスクがある場合、避難方法の選択は一段

と重要になる。 

最終的にそれらの避難方法が選択できない場合、指定された避難所へ逃れることにな

る。多摩市の指定緊急避難場所（校庭・グラウンド）は 32か所、広域避難場所（公園）

が 4か所、指定避難所は小中学校、高校、体育館、そして市の施設を中心に 34か所（収

容人数:19,380人、感染症対応人数：12,862 人）となっている 47。 

(2)応急対策 

応急対策の基本方針は避難所の管理運営体制の構築と感染症対策の実施である 48。まず

は発災直後に避難所開設の可否を判断した後、必要に応じて避難所を開設し、受け入れエ

リアの決定、居住区域の割り振りについて、受け入れ者数をイメージしつつ、マニュアル

等に従い実施することが要請される。 

本部から避難所に派遣された職員は運営方針に従って避難者の名簿台帳を作成し、避難

所において事前の役割分担が定められていない場合は、自主防災組織 49ごとに住民代表者

（以下、リーダー）の選出を助力するなど、住民自身がルールを定め避難所運営のための

役割分担とルール作りをするよう促す。なおその際、リーダー比率の少なくとも 3割は女

性であることが望ましい 50。避難所に派遣される職員には所定の業務があると同時に人員

の限界もあるため、不足はボランティアで補う必要がある。なお避難所が足りない場合、

多摩市災害対策本部長は、URや民間企業が保有する賃貸住宅を借り上げて避難所に指定す

ることができる。 

ボランティアの受け入れについては次のような手順で派遣を実施する。まずは、多摩市

の避難所施設対策部長が各避難所からのボランティア派遣要請をとりまとめ災害対策本部

に報告する。それを受けて、あるいは必要に応じて自主的に、福祉医療対策部長は、多摩

市災害ボランティアセンターにボランティアの派遣を指示する。なお感染症対策について

は、収容人数の算定をもとにホテルなどの民間宿泊施設も含めて可能な限り避難所を確保

することが先決であり、避難所の居住空間におけるスペースの確保と並行して必要な資

材、機材の備蓄を確認しつつ不足分を適宜調達する必要がある。 

大規模災害が発生した場合は公助・共助のために大規模なヒトとモノが投入される広域

連携が必須となるため、その展開に足る広大なオープンスペースが必要となる。2022（令

 
44 多摩市防災会議（2022）、174-175ページ 
45 同上、第 2部-9a、227ページ 
46 同上、229 ページ 
47 同上、233-237 ページ 
48 同上、第 2部-9b、241ページ 
49 自主防災組織とは自治会等を母体とする任意の協働システムであり、防災訓練・初期

消火・避難誘導・救出救護を目的とする。なお多摩市には 185の自主防災組織が存在する

（2022 年 8月現在） 
50 多摩市防災会議（2022）、第 2部-9b、245ページ 
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和 4）年 3月現在におけるオープンスペース候補地・施設が図表 3-9に示されている。利

用目的については流動的であるものの、ボランティア活動拠点が不足気味となっているこ 

とは大規模災害が生じた際の課題の一つとなることが予想される。 

 

 

図表 3-9 オープンスペース利用計画（2022年 3月） 

 
注： オープンスペースの利用は状況に応じて柔軟に対応する 

出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-2a、47ページ 
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3.震災発生時の備蓄・調達 

(1)予防対策 

予防対策の基本方針はローリングストックの推奨である 51。通常購入し消費している品

物を若干多めに購入するだけで済むため、自宅避難を可能とする自助的な備蓄手法といえ

る。多摩市は平素よりこの手法を普及させその有用性を啓蒙するよう活動しているとい

う。 

もう一つの基本方針が食料・飲料水・生活必需品等の確保である 52。多摩市は直下型地

震が発生した場合を想定して 1日後の避難者数として 33,049人を想定している。避難者

当たり 2日分の食料を市単独で備蓄し、さらに 1日分の食料を都の寄託倉庫、さらには民

間企業との協定に基づく流通品から調達することで計 3日分の食料確保を計画している
53。なお 4日目以降の備蓄をイメージしたものが図表 3-10である。食料の備蓄に関しては

乳幼児・高齢者等用、アレルギー対策にも留意する必要がある。 

 

図表 3-10 物資供給の時系列イメージ 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-12a、294ページ 

 

備蓄のための倉庫については市内に防災倉庫が 6か所、地区防災倉庫が 35か所、避難

用資器材庫が 10 か所に配置されている。 

  

 
51 多摩市防災会議（2022）、第 2部-12a、291ページ 
52 同上、292 ページ 
53 同上、296 ページ 
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図表 3-11 市内防災倉庫一覧 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-12a、301ページ 

 

被害の状況次第では倉庫数が不十分となる可能性もあることから、使用可能な拠点を今

後検討し、民間のノウハウ活用も視野に入れることが肝要となろう。飲料水に関しては避

難者１人当たり 1日 3リットル使用を仮定し、多摩市単独で 1日分、消火栓や応急給水栓

から 1日分、東京都水道局からの応急給水により 1日分の計 3日分を確保することが計画

されている 54。また市では給水可能な拠点施設を複数配置しており、そのうちの 1つであ

る「聖ヶ丘給水所」は多摩大学に隣接して設置されている（図表 3-12）。生活用水につ

いては災害対策用井戸 3か所（多摩中央公園、健康センター、連光寺小学校）内にろ過器

を設置して対応する。 

 

図表 3-12 給水可能施設 

 
注：聖ヶ丘給水所は多摩大学に隣接している 

出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-12a、298ページ 

 

なお、第 3の基本方針である輸送体制の確立については、輸送拠点として「多摩広域輸

送基地」（立川広域防災基地内）のほか、多摩市内にも旧永山第一給食センター、市役所

地下駐車場がある。陸上輸送が基本だがヘリコプターによる空輸も想定して場所を識別し

易くするためのヘリサインが市役所、消防署、公立小中学校、国士舘大学に設置されてい

る 55。 

  

 
54 多摩市防災会議（2022）、296ページ 
55 同上、302-303 ページ 
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(2)応急対策 

ここでの応急対策は、４日目以降も救援物資や医療水筒を供給する必要が生じた場合の

対応策である。生活物資や飲料水確保は当然のことながら、それらを輸送するための燃料

確保が一層重要性を増すことになる。 

 

4.要配慮者対策 

(1)予防対策 

要配慮者とは、一般的に高齢者、障がい者、乳幼児、外国人等を指し、彼らの生活を支

援する施策を要配慮者対策という。支援する体制を関係団体等と連携し構築することが予

防対策となる（図表 3-13）。 

 

図表 3-13 要配慮者と避難行動要支援者のイメージ図 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-10a、261ページ 

 

要配慮者という場合、独居高齢者や寝たきり等の要介護高齢者らがイメージされるもの

の、実際にはその他の障がいを持つ高齢者も市内に居住している。多摩市では災害対策基

本法第 49条の 10の規定に基づき「要配慮者」の中から特に支援が必要な住民を「避難行

動要支援者」に選定し、彼らの名簿を作成するとともに支援する上で必要な事項を定めて

いる 56。 

要支援者の多くが避難する場所を福祉避難所という（図表 3-14）。一般の指定避難所

での生活が困難な方々の滞在を想定する避難所であり、円滑な利用を確保しつつ、相談、

助言その他の支援を受けることができる体制が整備されていることが要件となる 57。 

  

 
56 多摩市防災会議（2022）、第 2部-10a、262ページ 
57 同上、266 ページ 
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図表 3-14 福祉避難所の定義と特徴 

 
注：災害対策基本法施行令（昭和 37年）政令第 288号抜粋 

出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-10a、266ページ 

 

想定される福祉避難所は①利用可能な施設（例：老人福祉センター、特別支援学校）の

洗い出し、②設備、職員数、受け入れ可能人数の確認、を経て選定されるが、要配慮者を

円滑に受け入れるために協定締結を推し進めることが肝要となる。多摩市内の福祉避難所

数は 14か所、収容可能人数は 1,439人となっている（図表 3-15）。 

 

図表 3-15 多摩市の福祉避難所 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、第 2部-10a、269ページ 
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(2)応急対策 

応急対策における基本方針は要配慮者の安否確認を確実に実施する、避難先での要配慮

者への支援を実施する、そして福祉避難所の開設とその充実を図ることの 3点である 58。 

災害発生もしくはその恐れがある場合、要支援者の安否確認を実施し、必要な情報を提

供し、さらに避難所まで誘導するにはより多くの時間とマンパワーが不可欠となることは

必定である。安全確保や安否確認は福祉医療対策部を中心とした各関係部署との連携のも

とに実施されるが、検討すべき課題は多々ある。避難支援者（サポーター）への情報提供

や連携のための準備を抜かりなく進める必要もある 59。また避難所で生活支援を進める場

合には、ボランティアの動員や配置も検討すべき課題となる。 

 

5.風水害の対策 

近年、東京都では市街地の拡大にともない保水、遊水機能が低下した地域が目立ち、河

川や下水道に大量の水が流れ込むことによる氾濫や下水管からの雨水噴出など、都市型の

浸水被害が散見される。多摩圏における最大河川の多摩川が氾濫することは十分予想さ

れ、その支流も含めた広範囲の水害発生に備えて複数の対策を講じているが、ここでは豪

雨対策、水害・土砂災害対策、情報伝達を中心に紹介する。 

多摩市が講じる「多摩市総合治水対策方針」は「東京都豪雨対策基本方針」との整合性

を図ることを前提としている 60。この方針に基づき東京都は対策強化流域や対策強化地区

を設定しているものの、多摩市内に該当する流域や地区はない。ただし、多摩川及びその

支流は広大な流域を形成しているため氾濫が生じた場合、甚大な被害が発生する可能性が

ある。 

それに備えて多摩市では「多摩川緊急治水対策プロジェクト」に基づき、溢水のあった

地域での堤防整備や河道掘削、樹木伐採などを実施している。また多摩圏としては 1時間

65mmを降雨目標に設定し、この降雨に対して床上浸水を防ぐべく河川整備が計画されてい

る。さらに、豪雨時の下水道管理については、八王子市、日野市と共同で整備している広

域的な雨水幹線等により、1時間 50mmの降雨に対応することが想定されており、地盤の低

い関戸地区においては雨水ポンプ施設を設置するなどして浸水の防止につとめている 61。 

土砂災害はがけ崩れ、土石流、地すべりの 3種類に大別されるが、多摩市内では急傾斜 

による土砂災害の恐れのある 2箇所が危険区域に指定されている 62。宅地造成に伴うがけ

崩れ、又は土砂の流出による災害の防止を目的とする宅地造成等規制法では、工事におけ

る知事の許可、その完了に伴う検査を義務づける等、必要な指導や監督とともに宅地所有

者による保全義務を課している。多摩市も市域の一部を工事規制区域としており、危険な

宅地に関しては定期点検や安全対策の必要性を周知するなどの対策を講じている 63。 

今日、各地方公共団体は水害・土砂災害に関するハザードマップを作成し、公表してい

る。多摩市域の同マップを見ると、多摩川流域だけでなく団地などの造成された宅地にも

水害や土砂災害の危険のあることがわかる（図表 3-16）。 

  

 
58 多摩市防災会議（2022）、第 2部-10ｂ、273ページ 
59 同上、274 ページ 
60 同上、風水害編、４ページ 
61 同上、5ページ 
62 同上、8ページ 
63 同上、7ページ 
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図表 3-16 多摩川・浅川・大栗川ハザードマップ 

 
出典：多摩市ホームページ 

 

東京都及び多摩市の水防対策は①情報収集、②情報監視、③情報連絡、④災害即応、⑤

応急対応の 5段階に区分され、相互に連絡を取りつつ対応することが計画されている（図

表 3-17）。多摩市の場合は②の段階で水防活動が開始され、③の段階で高齢者の避難が

始まることになる。この計画に従えば④の段階に入る前に避難指示を進めつつ、災害派遣

や広域応援を要請することで災害発生に即応することになる。 
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図表 3-17 東京都多摩市の段階別水防活動 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、風水害編、48ページ 

 

情報収集は一貫して継続される。多摩市は気象庁が発表する気象情報を都経由で入手す

ることになり、報道機関とともに市民に情報を提供しなければならない 64。多摩川の洪水

予報についても同様で、気象庁から都経由で多摩市へ情報が集積され、市民に情報が提供

される（図表 3-18）。 

 

図表 3-18 多摩川洪水予報に関する情報フロー図 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、風水害編、51ページ 

 
64 多摩市防災会議（2022）、45-49ページ 
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なお、市近辺を流れる多摩川、浅川、大栗川の水位周知は国土交通省（京浜河川事務

所）の管轄下にあり、水位によって氾濫の判断基準（注意、危険、避難）が示されている

（図表 3-19）。これらの情報は京浜河川事務所から都を経由して消防庁、警視庁、多摩

市に伝達されることになる 65。 

 

図表 3-19 河川別の発表基準水位 

 
出典：多摩市防災会議（2022）、風水害編、56ページ 

 

このように情報伝達フローは明示されているものの、市民に情報を周知するためにはテ

レビ、ラジオ、インターネットを用いる。それとともに広報車両や消防車両による広報活

動に積極的に取り組むことが、高齢者を含む要避難者への情報周知には不可欠となる。さ

らに避難活動やその先にある生活支援のためにはマンパワーの動員と確保、換言すれば地

域住民による自主防災組織の拡充とボランティア受け入れ態勢の整備が今後より求められ

ることになろう。 

 

6.火山災害の対策 

火山災害の主たる被害は噴火にともなう降灰である。降灰は 3段階で評価され、１㎜以

上は多量（外出を控える）、0.1 ㎜以上から１㎜未満でやや多量（注意）、0.1㎜未満で

少量と見なされる 66。 

降灰のもたらす影響として「微量の降灰で鉄道運航停止」「呼吸器系等の健康被害」

「乾燥時 10cm、降雨時 3cm の積灰で二輪駆動通行不能」「停電及び火力発電量の低下」

「交通渋滞と移動困難化による一時滞留者の発生」「生活物資の入手困難化」が懸念され

ている 67。 

 
65 多摩市防災会議（2022）、54ページ 
66 同上、第 5部火山災害対策計画、394ページ 
67 同上、389 ページ 
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懸念される状況に対応すべく、気象庁から発表される降灰予想や火山噴火の動向を的確

に把握して市民や関係機関に情報を伝達するとともに、降灰の健康への影響やその撤去、

収集方法を伝える。また関係機関と協力の上、火山灰を撤去する等の迅速な対応が求めら

れる 68。なお火山灰は健康被害だけでなく下水道管をふさぎ、河川の流れをせき止めて洪

水被害を起こすなどの懸念がある 69。噴火が連動する場合は地震発生の可能性もあるた

め、地震や水害といった自然災害への対策と類似の対応が求められる。 

第3項 公助に関する事例②（稲城市） 
先に述べた通り、災害発生時の救助、支援を担う比率は「公助 1割、共助 2割、自助 7

割」といわれる。有事の際、公助が寄与する部分は小さい比率であるものの、公助でしか

対応できない活動も多い。そのため、限られた予算を効率的かつ実質的な施策に振り分け

ることが肝要である。 

稲城市は効率かつ実質的な公助施策に重点が置かれている。稲城の公助を特徴づける例

をあげるならば、都内で唯一、市独自の消防を持っていることである。島嶼部を除く他の

市区町村は、消防業務を東京消防庁に業務委託している。石川良一前稲城市長は、その背

景について「財政が一番の理由」と話す。消防業務を東京消防庁に委託すると、費用が自

前に比べ 3割増しになるのである。なぜなら「東京都には海も 2000m級の山もあり、それ

ぞれの救急や災害に対応する必要があるため、その分のコストがかさむ」のだ。稲城に海

はなく、山は高くても標高 160m。さらに火災発生回数は、月に多くても 2件で、1件の月

もある。稲城市の地形や状況を考慮すると自前の消防で十分という結論となった。 

しかも、稲城の消防に入る職員は「稲城のために消防、防災をしたい」という決意で入

っているため、地域へ尽くす気持ちが強い。さらに、自前の消防の場合、行政と消防の関

係性が近くなるため、地域密着型の消防活動も可能だ。例えば、本来行政が行う用水の開

閉は、消防の仕事ではない。だが、有事においては消防が行った方が合理的だろう。この

ように行政と消防で協力し合う運用が可能になる。 

では、仮に想定を上回るような有事が発生した際にはどうしたらよいか。東京消防庁や

隣接する川崎市、市内の米軍施設とも消防相互応援協定を結び、有事対応の協力体制を構

築しているので、不足を補うことができる。 

効率と実利を取る稲城市の公助の例として、2013（平成 25）年に関東で初めて設置した

「地震解錠ボックス」70を紹介したい。図表 3-20に示す地震解錠ボックスは、あらかじめ

決められた揺れの地震（震度 6弱以上）を感知すると無電源で解錠する「鍵ボックス」で

ある。有事の際に、市民が施設や設備を解錠できれば、これを利用して共助や自助に取り

組める。災害はいつ発生するかわからないが、それに備えて、施設に 24時間 365日管理

人を配置する必要もない。地震解錠ボックスの中には、その施設の鍵だけでなく、近隣の

施設の鍵や、マニュアルなどが入っている。 

  

 
68 多摩市防災会議（2022）、396ページ 
69 同上、398 ページ 
70 稲城市ホームページ 
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図表 3-20 地震解錠ボックス 

 
出典：稲城市ホームページ 

 

マニュアルには「避難所のぼり」の収納場所や組み立て方、災害無線の使い方、特設公

衆電話の設置方法まで記載され、公助で用意した備品を共助、自助でも最大限活用するこ

とが期待されている。 

こうしたに地震解錠ボックスを設置できるのは、稲城市の犯罪率の低さも影響している

だろう。2019（令和元）年には、町村を除く都内全域の自治体において、刑法犯認定件数

が最も少なかった 71。このように市の状況に合わせ、必要かつ十分な公助を進めている。 

市にとっての目下の課題は人口増加だ。稲城市は、ニュータウンを中心に転入が続き、

人口増が続いている 72。本来であれば、人口の増加は地方自治体において歓迎すべき事象

だ。だが、防災に関しては、そうとばかりもいっていられない。古くからの住民と、新し

く転入してきた住民で、防災への意識に差があるからだ。防災訓練には古くからの住民の

参加者は多いが、新住民は少ないという。一方で、新住民は納税分の行政サービスを受け

ることを要求するなど権利意識に差がある。これはニュータウンを造成した街が共通に抱

える全国的な問題である。だがここにも稲城市の先進性がある。2002 年に稲城市のニュー

タウン内に全国初の消防団が結成された。新規の転入者も、全国に先駆け「わが街」とし

て、当事者意識を持って防災や消防に当たるようになったといえる。 

 

以下、石川良一前稲城市長のインタビューから 3つのトピックを掲載する。現在は南多

摩選挙区選出の都議会議員であることから、多摩市の事例も踏まえながら、現状や課題を

語ってもらった。 

 

1. 消防団 

多摩市のニュータウンには消防団がないが、稲城市のニュータウンには消防団第 8分団

がある。これについて、石川良一氏は以下のように語る。 

「私は基本的にニュータウンの中にも消防団を作るべきではないかと考えていた。そこ

で、色々お願いや土地の確保をして第 8分団を作った。基本的にニュータウンの人に活動

してほしいと思っている (図表 3-21) 。 

消防団は、1か月 5,000円から 6,000円の手当のほか、出動ごとに数千円の手当が出る

が、基本的にはボランティアだ。ニュータウンに住む人は行政の税金でやるべきだという

権利意識が強く、自分の地域を守るために、協力しましょうという意識が弱い。こういっ

たことに楔を打ち込むために消防団を作った。 

 
71 稲城市自治会連合会（2020） 
72 国立社会保障・人口問題研究所（2018）、75ページ 
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ニュータウンに住む人は、基本的には都心で働く人が多く、日中の活動は一緒にできな

い。しかし、夜間はいるので、できるときに対応してもらっている。今は消防団の審査会

にも出場している。その中には女性の団員もいる。 

その地域は自分で守るという意識が生まれて、地域のまとまりができてくる。そういう

意味で消防団というのは、消防や防災だけではなく、地域コミュニティを形成する上で非

常に重要な要素だ。消防団で頑張っている人がいれば、私たちも他のことでやれることは

やっていきましょうという、ある種の市民力を引き出していく一つのきっかけになると思

う」 

 

図表 3-21 稲城市消防団第八分団の消防車 

 
出典：稲城市広報ホームページ 

 

2. 稲城市の自助、公助 

3章 1節で示した通り、いざ災害が発生した時、公助による対応の対象や範囲は限られ

ている。そこで、共助および自助が求められる。 

「自助というのは自分で自分の身を守るということ。自宅の転倒防止の準備をしたり、

防災グッズを用意したり、被害の激しい時にはどこに避難するか、避難経路も確認し、ハ

ザードマップを見てどのような災害時に危険なのかということを自らしっかりと学習した

り準備をすることだ。 

自治会があるところは、自治会長が自主防災組織の会長をする仕組みを作って、例え

ば、木が倒れた時のためにチェーンソーやナタを用意し、さらに色々な防災グッズを倉庫

のようなボックスに準備しておく。基本的には、自主防災組織の判断で防災訓練を行う。

自治会の皆さんも呼んで、ボックスの中身の説明や誰が鍵を預かるかを地域で考えてもら

い、市はそれに対するグッズを用意する。 

公園や公共的な広場に倉庫があり、自主防災組織には様々な災害対策の機材が置かれて

いることを説明する。これは基本的に、自主防災組織内でお互いに助け合うための道具な

ので、その点検を促す。企業主体では、災害防止協会という約 200社が人を出し合ってい

る組織が稲城にある。災害について検証してもらったり、お互いに何かあったときには協

力してもらったりする。家の中については、女性防火クラブという、女性が家の中ででき

る防災訓練をしたり、可搬ポンプという小さなポンプを使った消火訓練を行ったりしてい

る。今 70人から 80人いる。子供のうちからの防災意識も大事だ。少年消防クラブがあ

り、基本的に小学生対象に消防訓練に参加してもらい、消防防災意識を子どものうちから

高めていくことをしている。 

こういう組織化と、それから各個別の組織に基づいた横のつながりを作っていくという

ことをやることで、公助、共助、自助が行われる。 
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消防団は公助の一つに入ると考える。今、消防団活動はかなり活発に行われている。若

い男性が中心で、地域によるが女性も入って 200人ちょっとの会員がいる。これにプラス

して消防本部が 110人定員。消防署員や救急隊も日常的に活動している。自分たちが何か

あったときには対応できるようにしている」（図表 3-22） 

 

図表 3-22 自主防災組織の訓練 

 
出典：東長沼自主防災組織 Twitter 

 

3. ニュータウンの高齢化 

ニュータウンの課題として、住民が高齢化することにより、災害弱者対策が求められ

る。 

「街には人がいなければならない。国立社会保障・人口問題研究所の推計では、東京都

は 2020 年に人口減少に入る一方、稲城市は 2040年くらいまで人口が伸びる。当面は人口

が増えていくので、活力は一定程度維持されるだろう（図表 3-23）。多摩市は、国立社

会保障・人工問題研究所によると、2040 年代には 2万人減ると聞く。多摩ニュータウン

は、ニュータウンの中でも日本一高齢化のスピードが速いと言われている。 

街づくりやさまざまな支援事業、福祉事業など、人が減ると税金も入ってこないので、

今後、人々に消費してもらう環境を作っていくことが重要になる。多摩市は、京王プラザ

ホテルが来年 4月に撤退し、デパートは既になくなってしまった。特に、多摩センターは

計画した街。無理を承知で税金を投入し、計画以上の税収などを想定して街をつくってき

たが、追いつかなかった。当初の計画の通りには人も増えず、土地利用もなかなか進まな

い。これからは超高齢化社会の典型的な市になっていく。 

同じニュータウンでも、多摩と稲城では入居の時期にズレがある。稲城は 1991（平成

3）年入居だが多摩は 1971（昭和 46）年。だから、稲城市は、同じ多摩ニュータウンでも

多摩市の悪いところを修正しながら街づくりができた。例えば、駐車場が足りないので数

を多くし、エレベーター無しの縦型の住宅は作らず、エレベーターで水平移動できるよう

な形にした。 

東京都は住宅の建て替えを進めているが、高齢化のスピードに追いつけない。多摩市は

住宅の問題への対処が難しい。これから高齢化が進んでいき、病気で体が動かない人も増

えるだろう。災害が発生したときに彼らは災害弱者になる。例えば、水道やガスなどで日

常的に家を訪問される皆さんと提携して、災害者が避難していない場合は連絡対応できる

ようなことを、まだ実験的な段階だが推進している。 

被災者に対する対応は、あらかじめ届け出をしてもらっている。同意している方に対

し、例えば民生委員や自治防災の中で担当者を決め、その人たちが対応を図ることが制度

化されている。 

このような活動は、団地の中でしっかりと自治会活動がやられているところは、うまく

回っている。例えば、都営団地の自治会議は必ず役員さんが集金する。その際に応答がな
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い場合は、管理をしている人が中に入っていく約束をしている。立川の大山町の都営住宅

では、もう十数年前からやっている。そこでは、電気のメーターの稼働状況を見て対応す

るなど、自治会独自でやっている。これは、孤独死を少しでも無くそうとしているから

だ。やはり、公的な力で対応するのは限界がある。高齢化対策には、共助が一番のメイン

になってくると思う」 

 

図表 3-23 高齢者人口の推移と将来の見込み 

 
出典：稲城市ホームページ「介護保険事業計画（第 8期）」 

 

第2節 多摩圏における共助の取り組みについて 

第1項 防災における共助の意義 
防災における共助とは「災害時に、まず自分自身や家族の安全を確保した後に、近所や

地域の方々と助け合うということ」であり、災害時に円滑に助け合いができるように、

「日常から地域での助け合いについて備えること」と定義できる。主な共助の取り組みと

しては、近所の助け合い、自主防災活動への参加、地域の防災訓練、高齢者や障がい者の

支援等があげられる。内閣府防災情報ページによると、阪神淡路大震災では 7割弱が家族

を含む自助、3割が隣人等の共助によって救出されており、公助である救助隊による救出

は数パーセントにすぎなかったという調査結果がある(図表 3-24)。グラフからもわかる

通り、共助は災害時においてとても重要なのだ。 
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図表 3-24 阪神淡路大震災における生き埋めや閉じ込められた際の救助主体等 

 
(注)日本火災学会(1996)「1995 年兵庫県南部における火災に関する調査報告書」より内

閣府作成 

出典：内閣府ホームページ「平成 30年版防災白書」 

 

共助の定義でも触れた通り、共助には災害時と平常時それぞれの活動がある。まず平常

時の活動としては防災知識の啓発、地域危険個所の調査、高齢者や障がい者などの配慮を

要する住民の把握や支援体制づくり、防災資機材の整備、防災訓練等があげられる。先に

述べた通り、実際に稲城市では、高齢者や障がい者の方々が任意に提出する届け出制度を

導入しており、災害時にはその届け出に基づいて対応できる仕組みが作られている。災害

時の共助の取り組みでは、救助、応急救護、搬送、出火防止、初期消火、情報収集と伝

達、避難誘導、避難所支援、炊き出し、給水、要配慮者支援などが挙げられる。そしてそ

れらの取り組みを円滑に進めるには、それらを支える企業の協力が大切であると考えてい

る。 

第2項 共助に関する事例①（株式会社コトブキ） 
共助には地域団体の取り組みに加え、企業の取り組みも重要な要素となる。ここでは 2

社の例を紹介したい。 

一つ目は「株式会社コトブキ」だ。この企業は共助の一助となる「防災ファニチャー」

を提供している。いつもは公園や街路として日常を彩りながら、いざというときは防災空

間として機能する空間となるための手助けをする 73。いざという時のパブリックスペース

の使い方を考えた街づくりができる製品だ。 

災害時にかまどになるベンチやトイレになるスツール、またテントを張れるパーゴラ、

災害発生時に必要となる道具を収納できる収納ベンチなどがある。図表 3-25は同社のホ

ームページに掲載されている防災ファニチャーである。公園や学校、商業施設、住宅地な

どで活用されることで、その地域の防災力を高めることができる。また日頃から防災製品

を活用した訓練やイベントを実施すれば、情報の共有で共助関係が強化され減災にもつな

がる。 

すでに立川市の「アユモシティ」にあるみずたま公園とかけはし公園では防災ファニチ

ャーが活用されている 74。パブリックスペースの活用にも効果的で、災害時には共助のた

めにも使用できる。 

  

 
73 株式会社コトブキホームページ「コトブキの防災ファニチャー」 
74 同上、「導入事例『アユモシティ』」 
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図表 3-25 防災ファニチャー一覧 

  
  出典：株式会社コトブキホームページ  

第3項 共助に関する事例②（森ビル株式会社） 
次に森ビル株式会社（以下、森ビル）である。同社が目指す街は「Vertical Garden 

City(立体緑園都市)」である。そのテーマは主に 5つある。安全・安心、環境・緑化、文

化・芸術、グローバル、コミュニティだ。今回はこの中の安全・安心とコミュニティに着

目した。耐震性に優れた建物やエネルギー供給システム、ビジネスや生活を支えるインフ

ラ整備とともに、地域の防災拠点として災害時の組織体制や備蓄等のソフト面も配慮し、

安全・安心な高度防災都市を整備するという 75。 

すでに同社は「災害時に逃げ込める街」への転換を提言し、それを実行している。森ビ

ルの大規模複合型再開発であるヒルズシリーズが代表例である。1996（平成 8）年に建設

された東京都港区にあるアークヒルズ、2003（平成 15）年に建設された六本木ヒルズ、

2014（平成 26）年に着工された虎ノ門ヒルズがそうだ。特に六本木ヒルズは「逃げ込める

街」としてインフラが整備された。民間最大規模の市街地再開発事業として、耐震性に優

れた建築物はもちろん道路などのインフラも含め、抜本的に安全基盤を整備した。5,000

人の帰宅困難者受け入れを想定し、民間最大規模の備蓄品を用意し、また、居住者、就業

者らによる自治会では定期的に総合防災訓練も実施している。ハード、ソフト両面で地域

の防災拠点として機能している 76。 

有事の際、森ビル全社員約 1,400 名は速やかに震災対策組織体制に移行し、迅速な復旧

活動を行うことで入居者、利用者の生活、事業の継続を支援できるように取り組んでい

る。事業エリアの 2.5km圏内に複数の防災要員社宅や管理社宅を設け、居住者である防災

要員向けに定期的な特別訓練をするなど、日頃から災害発生を想定した準備を実施。宿直

制度も設けることで初動対応の強化を図っている 77。 

今のところ森ビルの活動の中心は都心部にとどまっているが、多摩圏での大規模開発に

おいても、きわめて参考になる取り組みと考えられる。 

 

 
75森ビル株式会社広報室（2017）、Vertical Garden City（立体緑園都市） 
76 同上、2ページ 
77 同上、19ページ 
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第4項 共助に関する事例③（コンビニエンスストア） 
防災の三要素である自助、共助、公助の結節点といえる存在として、全国に展開するコ

ンビニエンスストア（コンビニ）がある。その機能強化は地域の防災力を高めるうえで極

めて重要であると考える。全国の店舗数は 2022（令和 4）年 7月現在で 5万 5,914店、来

店客数は月次で 140万人余（いずれ日本フランチャイズチェーン協会 78調べ）に達する。

地域的な偏りは否めないものの郵便局の 2倍強の店舗を全国に展開している計算で、すで

に重要な社会インフラといっても過言ではない。 

多摩圏でもコンビニは極めて身近な存在となっている。終夜営業の店は減ったものの遅

くまで営業していることで、危険を感じた時の駆け込み先など防犯拠点としても重要な役

割を果たしていることは広く認識されている。すでに都と日本フランチャイズチェーン協

会は コンビニエンスストアを市民の防犯パトロールの拠点として広く活用する 「コンビ

ニ防犯拠点制度」を始めているが、防災面でも大きな役割が期待されている。 

注目すべき取り組みとしては、内閣府が主導する帰宅困難者に向けた支援協定「災害時

帰宅支援ステーション」がある。また、経産省は 「新たなコンビニのあり方検討会」を

開催し、2017（平成 29）年「指定公共機関」としてコンビニ大手 3社を含む 7社を指定し

ている（図表 3-26）。 

 

図表 3-26 コンビニの店頭などに貼られているステッカー 

 
出典:東京都防災ホームページ「帰宅困難者に対する支援」 

 

災害時帰宅支援ステーションは、外出時に災害に遭遇し、徒歩での帰宅が困難な市民に

対して、地域が実施する支援策の 1つである。ここでは水道水やトイレの提供のほかテレ

ビ、ラジオからの災害情報が提供される。東京都の場合、島嶼部を除く全都立学校と東京

武道館が災害時帰宅支援ステーションに位置づけられているが、コンビニもガソリンスタ

ンド、ファミリーレストランとともにステーションの役割を担う。自助を支援するととも

に、公助や共助のプラットフォームとなる。 

セブン-イレブン、ローソン、ファミリーマートのそれぞれと自治体との間には帰宅困

難者支援協定が結ばれており、この協定に参加している店舗では入口の横など分かりやす

い場所に「災害時帰宅支援ステーション」のステッカーが掲示される。各社とも、可能な

範囲で水道水、トイレ、道路情報などを提供するとしている。品切れの心配はあるが、帰

宅する際に必要となる食料や水、防寒具やスマートフォンの充電器なども販売されてい

 
78 調査対象はセブン-イレブン、ローソン、ファミリーマート、セイコーマート、ポプ

ラ、ミニストップ、デイリーヤマザキの 7社。 
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る。被災後の店舗営業についても、従業員の安全を優先しながらも可能な限り営業を継続

し、店舗を閉めなければならない場合もできるだけ早く再開できる対策が考えられてい

る。 

このため、セブン-イレブンでは、各店舗に「無停電電源装置（UPS）」を配備してい

る。ローソンは、全国の支店事務所に「小型発電機」を配備した。またローソン本部は、

災害対策に活用する「災害情報地図システム」の機能も用意している。ファミリーマート

も、各店に「非常用電源」を設置して、停電時でもレジ機能や店内照明の一部が確保でき

るようにしている。 

災害対策基本法に基づく「指定公共機関」として、災害時には自治体や国などからの要

請に応じ、支援物資の調達や被災地への供給などに努める。 

セブン-イレブンでは、自治体との協定などを通じ、情報交換や顔の見える関係の構築

を心がけているとする。災害時には飲料や食料品の供給など、国や自治体からの物資支援

要請に可能な限り対応していく姿勢だ。 

ローソンも政府や自治体などからの要請に応じ、避難所などに向けて支援物資を供給す

る態勢を整えている。ファミリーマートは、各自治体に対して、その時点での調達可能な

範囲にとどまるものの物資を供給する。食料品、飲料、衣類、生活用品などが対象で生活

インフラとしての多様な機能が期待されている。 

これまでの大規模災害時の実績もある。セブン-イレブンでは、2018（平成 30）年の西

日本豪雨の際に断水エリアの一部店舗で駐車場に仮設トイレを設置し、地域の人々に利用

してもらった。ローソンでは、2019（令和元）年の台風 19号による被災地支援で、長

野、福島、宮城 3県で希望のあった避難所計 18か所にスイーツを無償で提供。また、NTT

ドコモから貸与された急速充電器を設置し、携帯電話の充電サービスも展開した。ファミ

リーマートは、2016（平成 28）年の熊本地震や 2020（令和 2）年 7月の豪雨で、自治体か

らの要請に応じて飲料水やおむすび、パン、加工食品などの支援物資を届けている。各社

とも店舗での募金活動も始めている。災害時でもコンビニが営業していることは街に暮ら

す人々に安心と居心地さを与えるものである。 

大手コンビニのほかにも、北海道に展開するセイコーマートは、2006（平成 18）年の台

風による大停電、2011（平成 23）年の東日本大震災、2018（平成 30）年の北海道胆振東

部地震といったように、大きな災害を何度も経験するなかで災害対策を強化していった。 

電力確保の重要性を踏まえ、北海道ガスグループと共同事業を実施しているのが注目さ

れる。これまでも災害に強い都市ガスで発電機を動かし、売場照明やレジ、冷暖房などが

利用できたことから、営業を継続することができたという。 

胆振東部地震で利用者から感謝されたのは、店内での調理システムを活用した炊き出し

だった。停電状態でもガスは使えるため、営業を再開すると直ちに米を炊き、温かいおに

ぎりを大量に用意し、各避難所に届けた。その際には自衛隊と連携し、円滑に避難所まで

届けられるように努めた。 

中堅コンビニのセイコーマートだからこそ小回りが利いた面はあるが、コンビニが防災

の中核を担っていくために必要なことは、足りない部分をすぐに補う行動力であると、

2021年度サービス・エンターテインメント班は論文のなかで結論付けている。 

人々がそれぞれ災害に備え、いざという時に身を守る自助においては食料や防災用具な

どの供給拠点に。コミュニティとして互いに助け合う共助では情報共有や身近な集合場

所、活動拠点に。国や自治体が取り組む公助では行政の取り組みをサポートする拠点に。

さらには、こうした多様な活動をつなぐ結節点ともなる街のコンビニに期待される役割は

大きい。それだけに、防災に取り組む人々は平時から地域のコンビニとのコミュニケーシ

ョンを保つことが欠かせない。 
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第5項 共助に関する事例④（防災協力農地） 
東京都などの大都市において、避難場所を確保することは課題の一つである。その解決

策として近年、都市農業（都市街地及びその周辺の地域において行われる農業）における

防災協力農地の役割が注目されている（図表 3-27）。農家が所有する農地について、地

方自治体が所有者と災害発生時の避難空間、仮設住宅建設用地として利用する協定を自主

的に結ぶ取り組みである。防災協力農地が防災機能を果たすオープンスペースとして認識

されたのは、1995（平成 7）年に大都市を襲った阪神淡路大震災であった。これをきっか

けとして、防災協力農地が大都市圏において取り組みが始まった。また、2011（平成 23）

年の東日本大震災では、甚大な被害で仮設住宅の用地が足りなくなる事態が起こり、防災

農地が活用された。 

 

図表 3-27 防災協力農地の看板 

 
出典：武蔵村山市ホームページ 

 

防災協力農地の具体的な機能としては、次の 4点が挙げられる 79 。1点目は「防災用地

の提供」として、災害時の避難場所、炊き出しや物資共有を行う災害支援拠点、資材置き

場などの役割を担う。2004（平成 16）年の新潟県中越地震では、野菜の育苗用ビニールハ

ウスが避難所として使われた事例がある 80。2点目は「災害時の食料や水を提供」とし

て、都市部の災害時において不足が深刻な問題となる食料や水に対して、農産物や井戸水

を提供する役割を担う。3点目は「火災の延焼の防止」である。建築物が密集している都

市部において、農地は火災時に他の建物へ燃え広がることを防ぐ効果がある。4点目は

「豪雨時の洪水の緩和」。雨水が浸透しづらいアスファルト舗装が多い都市部において、

農地は雨水が貯留することで、洪水の発生を防ぐ効果がある。 

2020（令和 2）年の調査では、市街化区農地を所有する自治体において防災協力農地に

取り組んでいる市区町は、8都府県 76自治体あり、その面積は 1,353ha(東京ドーム約 287

個分)である。東京都では 33自治体（図表 3-28）あり、その面積は 853haに達する。多

摩圏では、昭島市、奥多摩町、瑞穂町、檜原村の 4自治体を除く、26自治体が導入してい

る。多摩市役所防災安全課によれば、多摩市については災害時の避難用地は十分にあるこ

とから、防災農地の活用について積極的な取り組みはしてこなかった。しかし、聖蹟桜ヶ

丘の駅周辺など住宅やオフィスビルの集中が見られ、空き地や林野などが姿を消してきた

地域もあるため、防災の観点から市街地に残る農地の機能を見直す時期が来ることも考え

られる。 

 
79 ランドブレイン株式会社「まちの畑は役に立つ！都市農業の多面的機能」 
80 日本農業新聞 2022年 1月 11日 
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防災協力農地は、様々な災害種への対応能力とその多機能面から、共助における新たな

場としての可能性があると考えられる。 

 

図表 3-28 防災協力農地等の取組状況 2020（令和 2）年より抜粋 

 
出典：農林水産省ホームページ 

第6項 共助に関する事例⑤（一般財団法人日本総合研究所） 
ここでは寺島実郎多摩大学学長が会長を務める一般財団法人日本総合研究所(以下、日

本総研)の医療・防災産業創生協議会の取り組みを紹介する。日本総研は、東日本大震災

や新型コロナウイルス感染拡大を経て、幸福な営みの土台には生命・健康をはじめとする

「安全・安心」があり、それらにより大きな価値を見出し、産業の軸足を移すなどのパラ

ダイム転換が必要であるという。そして人々を守る医療が有事にも機能するには防災の視

点が必要不可欠であり、それらを掛け合わせることで新たな価値を創造できるとの考えか

ら、民間主導で「医療・防災産業創成協議会」を立ち上げた 81。 

2022(令和 4)年 6月 1日現在で、日本医師会、日本歯科医師会、土木学会等に加え、多

彩な技術と事業力を有する企業 20社が参画し活動を推進中である。日本は風水害や地震

など多くの災害を経験した災害列島であるからこそ、多くの知見や技術の蓄積がある。そ

うした強みを活かして国民の安全・安心と幸福を図り、次の時代に相応しい産業を創出す

るための知恵や構想力、戦略力、そしてそれらを以て個別の要素を組み合わせ、具体的な

産業を生み出す「総合エンジニアリング力」が今問われている 82。 

日本総研は日本再生のために新たな医療防災産業の創生に向けて、民学とも連携しなが

ら、ソーシャル・エンジニアリング(プロジェクトの社会実施と実現)を行動計画のもと取

り組んでいる。 

多摩学班は「医療・防災産業の創生に向けた提言(中間とりまとめ)」にある多機能・多

用途コンテナを軸とした事業展開の構想に着目し、日本総研の佐藤和彦氏に依頼してオン

ラインでのヒアリング調査を行った。この提言では、高機能・多用途コンテナと管理運用

システムを開発し、全国の「防災道の駅」などへの展開を通じて、平時の地域力と有事の

災害対応能力を並行して高めることが必要であるとしている 83。これは、今回我々の論文

でも重視しているフェーズフリーの考え方である。 

ここで「防災道の駅」とはどのようなものなのか紹介する。全国の幹線道路に立地して

いる「道の駅」のなかで、災害時に地域の防災拠点として機能を発揮する施設をいう。 

「道の駅」の基本的な目的は、道路利用者への安全で快適な道路環境の提供、地域の振

興や安全の確保に寄与することである。主な機能としては、24時間、無料で利用できる駐

車場やトイレなどの休憩機能、道路情報、地域の観光情報、緊急医療情報等を提供する情

 
81 医療・防災産業創生協議会（2021）、（中間とりまとめ）サマリー 
82 同上、（中間とりまとめ）はじめに 
83 同上、60-61ページ 
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報発信機能、そして文化教養施設、観光レクリエーション施設などの地域振興施設が挙げ

られてきた。1993(平成 5)年の制度創設から 2021(令和 3)年までで全ての都道府県に道の

駅が設置され、その数は全国 1,193駅まで拡大している。 

そして今、国土交通省では「道の駅」の第 3ステージとして、新たなコンセプトである

「地方創生・観光を加速する拠点」および「ネットワーク化で活力ある地域デザインにも

貢献」を実現することを目指している 84。具体的には、「道の駅」が自由な発想と地元の

熱意のもとで、観光や防災などさらなる地方創生に向けた取り組みを、官民の力を合わせ

て加速させる。それぞれの「道の駅」や民間企業、道路関係団体とのつながりを面的に広

げることによって、元気に稼ぐ地域経営の拠点として力を高めるとともに、新たな魅力を

持つ地域づくりに貢献する 85。図表 3-29が新たな「道の駅」ネットワーク、図表 3-30が

第 3ステージの概要である。 

 

図表 3-29 新たな「道の駅」ネットワーク 

 
出典：神田（2011）、7ページ 

 

図表 3-30 第 3ステージの概要 

 
出典：神田（2011）、7ページ 

 
84 国土交通省ホームページ「『道の駅』第 3ステージ推進委員会」 
85 神田（2011）、7ページ 
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日本総研では効率的で効果的な備蓄が可能となる管理運用システムを搭載するととも

に、多様な用途への対応を想定し、さまざまな機能を備えた多機能・多用途コンテナの開

発を手掛けている。平時においては、全国 39か所の「防災道の駅」をはじめとする官民

の防災拠点にコンテナを展開し、備蓄倉庫としての役割を果たすとともに、移動式診療所

や移動式キッチンなどとして活用し地域力の向上に貢献する 86（図表 3-31）。 

 

図表 3-31 「地域振興・防災力向上」プロジェクトの全体像 

 
出典：医療・防災産業創生協議会事務局（2022）、9ページ 

 

また、どこにどのような機能が搭載されたコンテナを置くかについては、それぞれの地

域で判断することになる。災害時のニーズは異なるため、その地域の実情に合わせたもの

を整備することで地域の耐久力を上げることができる。このコンテナは仮設施設などを建

てるよりもより簡単に設置、移動させることができる。これにより多摩地域の防災に対す

る耐久力を上げることができるのではないだろうか。 

第7項 共助に関する事例➅（グランループマンション） 
これはフィールドワーク（2022年 6月 26日実施）を踏まえた報告である（図表 

3-32）。自助、共助を管理組合が中心となって実践している先進例といえ、多くの入居者

を抱えて、被災時には対応が難しいとされる大型の共同住宅（集合住宅）のあり方を考え

るうえで参考となる取り組みが少なくないと考えた。 

 

1.調査先概要 

名称：グランループマンション 

所在地：東京都日野市多摩平１丁目 49-91  

 
86 医療・防災産業創生協議会（2021）、60-61ページ 



63 
 

総戸数：463戸 

居住者：1,200人 

 

図表 3-32 自治会訪問 

 
（撮影）多摩学班 

 

2.訪問理由 

大学院 OBで多摩学班の研究にも加わった菊永泰正氏の居住するマンションであり、自

主防災会の活動が活発に行われている。自助や共助に関する課題を検討したうえ、活動に

生かすことを目的としていることから、フィールドワーク先に選定した。 

 

調査結果は以下の通りである。 

 

3.「自助」「共助」による複合的な取り組み 

「災害は忘れたことにやってくる」と言われ、いつ来るかもしれない災害に備えること

がマンション全体として対処すべき重要なテーマの一つとなっている。マンションの居住

者としては、管理組合や自治会をどう機能させるかに加えて、地域と関わりを持ちながら

防災に備える姿勢が求められる。調査した自主防災会は一つのマンションでは完結出来な

い様々な問題に対処するため、地域社会でのネットワークを構築し、周囲のコミュニティ

との繋がりを保ちながら取り組んでいる。 

 

4.居住者情報の把握と管理について 

昨今の先進事例を見てもわかる通り、居住者情報の把握と適切な管理が災害時の対応に

威力を発揮する。本マンションは東日本大震災を契機に自主防災会を住民自身で立ち上

げ、災害時の避難状況を把握するためのマグネットプレートを用意し、どの住戸にどのよ

うな要支援・要援護の高齢者や障がい者、支援の必要な年少者が入居しているかについて

も把握している。大災害などの緊急時には迅速に対処できるようにボランティア担当者も

きちんと定められている。名簿の整備はもとより、居住者の情報（状況）を誰がどのよう

に把握しておくのかといった管理、運用面についてもきちんと検討され、一定のルールを

自主防災会で設けている（図表 3-33）。 

 

5.緊急時の対策のマニュアル化 

主に災害時においての行動、対策について防犯災害対策マニュアルを作成し、定期的に

防災・災害訓練を実施している、マンションの高齢化が進む中で、災害や事故などの際の

支援や救護を要する人の割合が高くなるため、居住者名簿を踏まえて、こうした緊急時対

策のマニュアル化と居住者への情報共有を日頃から徹底することが不可欠と考えている。

次世代のリーダー育成にも努めている。 
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6.公助頼みにしないための課題 

災害時の支援に関しては、自助、共助、公助のバランスをどのように組み合わせるかが

問題となる。自主防災会は近隣の地域防災会（六小防災会）と協力し、できる限り自分達

で問題解決をするという自助を基本としているが、避難所への大規模マンション住民の受

け入れ問題やコロナ禍においての避難所の収容力などが不明確なままで、様々な問題が先

送りになっていることは事実である。このことから今後は地域も含めた共助の仕組みづく

りが一層重要になると思われる。公助（行政）一辺倒では解決できない災害時の対応につ

いて、マンションコミュニティの中でどう構築していくのか。自主防災会の手腕が問われ

ている。 

 

7.安否確認ツールへの合意形成の課題 

 

自主防災会においてクラウドでの「安否確認ツール」を採用し現在約 250戸の世帯が導

入している（図表 3-33）。ツールの導入の経費は管理組合から支払っているが、住民が

負担する管理費からの支出となるため、住民の方から多くの反対はあったとのこと。マン

ションの高齢化に伴い加入率は伸び悩んでおり、居住者の合意形成という課題は残ってい

る。 

 

図表 3-33 マグネットプレートを使用した避難・救助の見える化について 

 
（撮影）多摩学班 

 

8.新たな取り組み（蓄電池・簡易水道ポンプの設置） 

水道ポンプを設置することにより簡易水道を確保することができるようなった。また、

蓄電池を採用することによりマンションにおける災害対策本部の機能が約１週間維持する

ことが可能となった（図表 3-34）。 

 

図表 3-34 簡易水道ポンプと蓄電池 

 
（撮影）多摩学班 
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9.高齢者の対策での個別支援計画書 

住民の高齢化に伴い共助の観点から個別支援計画書を独自に作成している（図表 

3-35）。前回の調査では高齢者世帯で 28戸、子供世帯で 10戸から計画書が提出され、被

災時には各戸を支援する自主ボランティアを中心にマンション住民全体で支援を行う体制

がとられている。 

 

図表 3-35 個別支援計画書 

 
（撮影）多摩学班 

 

10.防災倉庫の整備 

マンション敷地内に 4つの防災倉庫を設置しており、非常食から発電機まで災害時に必

要な物品は全て整備されていた（図表 3-36）。 

 

図表 3-36 防災倉庫の概観と内部 

  
（撮影）多摩学班 

第8項 情報サービス提供のシステムについて 
第 2項では、自助における防災商品を提供している企業に目を向けてきた。本項では、

気象情報をはじめとした各種情報が我々にどのように伝達されているのかを考察し、述べ

ていきたい。 

ここでは事例として「多摩圏で行われる『身近な IoTプロジェクト』について」に注目

する。これは八王子市を実施地域とする官民連携プロジェクトである。市内を流れる小さ

な河川に水位を測るセンサーが取り付けられ、その周辺に住んでいる住民たちのスマート

フォンにリアルタイムの水位情報を提供するものである。元々、国が管理する一級河川や

都道府県が管理する二級河川では、既に水位を監視する機器が取り付けられているケース

が多い。 

他方、小河川や用水路への機器設置については、大規模な河川でないこと、地域内での

マンパワー動員により大規模な被害を未然に防いできたため、後回しになっていたものと

推察される。防災センサーなどを開発するエイビットよると、2008（平成 20）年 9月以
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降、八王子市においては避難勧告が発令されるような事態でも「市職員・消防団などの献

身的な活動により死傷者はでなかった」87と報告されている。 

しかし、小河川や用水路のもたらすリスクは近隣住民にとって身近な問題となってきて

いる。2016（平成 28）年 8月 22 日に襲来した台風 9号では、多摩市にある大栗川が 1時

間に 2メートルほど水位が上がり、いきなり避難勧告が発令される状況が発生した。この

ことは、今後の多摩圏における水害発生の可能性を示唆するものであるため、小河川や用

水路を監視する必要性を高める契機となった。 

それでは、水位を監視するセンサーはどのように動作し、どのようにして情報が住民に

提供されるのだろうか。水位の監視には、LoRaWAN（ローラワン）を活用してデータを送

信している。LoRaWANは「無線ネットワーク規格」の名称で LPWA(省電力長距離通信)の一

種である。IoT向けの通信規格で仕様は公開され、世界的に広く利用されている 88。 

ボタン電池 1個でも双方向通信が可能であり、Wi-Fiを利用した通信方式に比べて消費

電力が非常に少ない特徴がある。低電力や省電力であるため、メンテナンスも最小限に抑

えることができる。先のエイビットによると「従来はセンサー1か所あたり初期費用約

1,000万円～2,000万円、運用年約 50万円というシステムのコストが必要であったが、本

実証では１センサーあたり初期費用約 50万円、運用年間約 5万円と大幅なコストダウン

を達成」89するなど、コストを抑えながら、平均で 10年近くはバッテリー寿命が持つとさ

れている。 

なお LoRaWANは長距離通信に特化した仕様となっている。通信サービスのセンスウェイ

社による性能実証実験では「富士山の五合目から千葉県柏市の柏の葉キャンパスの基地局

まで 123.43km のデータ送信に成功しました。実証実験ではありますが、見通しの良い場

所であれば広範囲での通信が可能であることがわかりました」90と報告されている。 

八王子防災プロジェクトでは半径 5kmのネットワークとされているが、携帯電話が 2km

から 5km範囲の通信であることを考慮すると、LoRaWANは長距離特化の通信方式だと見な

される。さらにノイズにも強く、使用する電波は他の電波の影響を受けにくいので、通常

なら電波干渉が起きてしまう無線設備の入った工場内などでも安定して動かすことが可能

だ（図表 3-37）。 

  

 
87株式会社エイビット（2017）、2ページ 
88 センスウェイ株式会社ホームページ 
89 株式会社エイビット（2017）、11ページ 
90 センスウェイ株式会社ホームページ 
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図表 3-37 ネットワーク構成図 

 
出典：株式会社エイビットホームページ 

 

LoRaWAN は地方自治体にとって比較的扱い易いネットワークである。八王子防災プロジ

ェクトでは、ただ水位をリアルタイムで知らせるだけではなく、今後は集積した水位デー

タの分析に AIを使い、事前に水害を予測していくことを考えている。 

この LoRaWANの装置で集めたデータは、どのようにして地域住民に提供されるのだろう

か。我々が調査する限り、個人のスマホ向けというものではなく、あくまでも市内向け

に、リアルタイム水害予測を出す際の基礎データや避難誘導をする際に活用されているよ

うだ。なお、ハザードマップにも情報を反映させることで、市民の避難行動につながる情

報を行き渡らせるシステム構築が進行中である。今後は、AI予測に必要なデータを集積す

ることや自助に欠かせない電子媒体（スマートフォンやパソコン）に対し、どのようにリ

アルタイムの情報を反映させていくかが課題となろう（図表 3-38）。 

 

図表 3-38 プロジェクトの全体的な流れ 

 
出典：東京都産業労働局（2019）、15ページ 
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第3節 多摩圏における自助の取り組み 

第1項 防災における自助の役割について 
茨城県つくば市のホームページによると、自助とは「自分自身や家族の命と財産を守る

ために、自分で家族で防災に取り組むこと」とされている。「自分（家族）の身は自分

（家族）で守る、との考えのもと、日常的な災害に対する備えや、災害時の対応を行って

いくこと」でもある。一般的な自助の取り組みとしては、食料や飲料水の備蓄や自宅の耐

震補強などが挙げられる。ここでは、自分が災害時にどのように行動すればよいのかにつ

いて一覧表としてまとめた「マイ・タイムラインシート」の作成について説明しよう（図

表 3-39）。 

 

図表 3-39 マイ・タイムラインシート 

 
出典：東京都防災ホームページ「東京マイ・タイムラインとは」 

 

マイ・タイムラインは個人や家族レベルでの避難計画だが、そのシートには「台風が近

づいているとき」「大雨が長引くとき」「短時間の急速な豪雨が発生するとき」の 3種類

がある。 

シート作成の際には自分の住んでいる街の災害情報を事前に手に入れておく必要があ

り、その情報源として「ハザードマップ」がある。これは「被害が想定されるエリアや避

難する場所などを表示した地図のこと」91で、洪水、内水氾濫、土砂災害、高潮とあらゆ

る災害に合わせたエリアごとの被害予想情報が記載されている。このマップは東京都のハ

ザードマップポータルサイトや国土交通省のハザードマップポータルサイトから入手でき

る。他には水害リスクマップがあり、都内の河川の氾濫や高潮による浸水等のリスクを視

覚的に捉える『東京都防災アプリ』（図表 3-40）もある。ハザードマップやアプリから

情報を取得した後、マイ・タイムラインシートの作成作業に入る。シートの作成は以下の

手順で行われる。 

 

 
91 東京都総務局総合防災部防災計画課（2021）、22ページ 
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図表 3-40 東京都防災アプリ 

 
出典：東京都防災ホームページ「東京都防災アプリ」 

 

第 1の手順は「自分が住んでいる家から近い避難場所（小学校や中学校）を確認するこ

と」である 92。場所によっては避難場所よりも自宅の方が安全という場合もあるため、ハ

ザードマップを見ながら避難場所を選択的に決定する。第 2の手順は「避難情報や気象情

報から避難のタイミングを決める」ことである 93。自分自身や家族の健康状態や年齢等を

考慮し適切な避難のタイミングを検討しておかなければ危険な状況に陥りかねない。第 3

の手順は「避難準備の開始、避難開始、避難完了のシールを貼る」ことである 94。ここで

は避難開始前の行動も考えておくことが肝要となる。 

なお貼付するシールのなかには「持ち出し品を確認」や「近所に避難の呼びかけ」等が

あり、状況に応じて必要とされる行動の手がかりがあらかじめ準備されている。マイ・タ

イムラインは災害の種類、状況に応じた事前の準備と選択肢の組み合わせによって作成さ

れる、自助レベルの避難行動計画といえよう。 

ところで、自助に関して平時から備えておくべきことはほかにもある。例えば災害に向

けての備蓄はきわめて重要であるが、この点について興味深い調査結果がある。 

住友生命保険相互会社は 2021（令和 3）年 12月 17日から 12月 20日までの間に 1,000

人（全国の男女各 500 人）を対象にアンケートを実施した（調査方法は、インターネッ

ト応募による選択方式および自由記入方式。）95。 

この調査結果は以下の通りである。「この一年間で、新たに実施した家庭の防災対策」

という質問に対して「特になし」が 43.4%、「非常用飲料水の備蓄」が 29.5%、「非常用

食品の備蓄」が 25.6%となった。また「一年以上前から実施している家庭の防災対策」で

 
92 同上、27ページ 
93 同上、28ページ 
94 同上、29ページ 
95 住友生命保険相互会社（2022）、6-7ページ 
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は「特になし」が 48.7%、「非常用飲料水の備蓄」が 14.8%、「非常用食品の備蓄」が

13.7%となっている。さらにここでは「防災対策未実施の理由」という質問に対して「特

になし」と無関心を示す回答が 43.2%、「何をしたらよいか分からない」が 27.3%、「つ

い先延ばしにしてしまう」が 27.0%という順番になった。 

世代別の傾向としては、年齢が下がるにつれて未実施者が増える傾向にあるようだ。

「何をしたらよいのか分からない」が未実施の理由のなかで 2番目に多かった。そのよう

な人々に対しては、東京備蓄ナビというサイトが有用だろう。食品や生活用品、衛生用品

といった災害時の必需品が書かれている。また備蓄リストもある。リストには家族 4人の

設定でこのくらい用意しておくといいという目安も示されており、必要以上に買わなくて

もよい工夫がみられる。また「定期的に点検が必要なもの」という項目もある。 

ここで子ども向けの持ち運び防災セットとして「そらジロー 防災ポシェット」（図表 

3-41）を紹介しよう。2,200 円と比較的購入しやすい価格設定となっている。そらジロー

は日本テレビ天気予報の人気キャラクターである。防災ポシェットには見えないデザイン

であるのも魅力的だ。中には笛付きライトやアルミシート、マスク、絆創膏など防災士が

厳選したグッズが入っている。このポシェットを子供に渡すだけで防災グッズが一式揃う

という点で非常に便利である。こうした備えを日ごろから心がけたい。 

 

図表 3-41 そらジロー 防災ポシェット 

 
出典：京王アートマンホームページ府中店「スタッフおすすめ商品」 

 

非常食の備蓄に関してはローリングストック法が望ましい。これは定期的に消費しなが

ら、消費した分は買い足していきながら一定の備蓄量を保つという考え方だが、自助だけ

ではなく共助や公助でも活用されている。企業側もローリングストック法に合わせたビジ

ネスを展開している。例えば、日清食品は「カップヌードル ローリングストック」とい

うサービスを提供している（図表 3-42）。カップヌードルは元々「防災製品等推奨品」96

として認定されており、各種の麺類は多くの家庭で災害時の非常食となっている。 

  

 
96 一般社団法人防災安全協会が行う認定制度において、消防・防災、非常食、災害医

療、製品技術などの防災分野の専門的な有識者で評価され、推奨されたもの。（日清食品

ホームページ） 
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図表 3-42 カップヌードル ローリングストックの仕組み 

 
出典：日清食品ホームページ 

 

ここで備蓄品目に関する調査結果を紹介しておこう。独立行政法人国民生活センターは

2020（令和 2）年 9月から翌 1年 1月に全国の 20歳代から 60歳代の消費者を対象にした

インターネットによるアンケート調査を実施した。回答を求められたのは各年代 600名で

計 3,000 人、平均年齢は 44.8歳で男女は 1,500人と同数である 97。ここで得られた調査結

果は次の通りである（図表 3-43）。 

 

図表 3-43 備蓄している食品の種類（n=3,000、複数回答） 

 

 
 

出典：独立行政法人国民生活センター（2021）、3ページ 

 
97 独立行政法人国民生活センター（2021）、2ページ 
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「備蓄している食品の種類」（複数回答可）について最も多いのは飲料水（2516 人、

83.9%）、次いで乾麺、カップ麺（1951人、65.0%）、缶詰（1938 人、64.6%）、レトルト

食品（1694 人、56.5%）の順番となっている。ここから乾麺やカップ麺への関心の高さが

うかがわれる。カップヌードルローリングストックセットでは、入れ替え用の商品（掲示

されている商品のなかから選択）が 3か月ごとに届く。カップヌードルだけではなく、コ

ンロやボンベなど調理の際に必要な用具が全て揃ったセット売りサービスもある。 

日清食品以外の企業もローリングストック法を活用したビジネス展開に着手しているこ

とから、加工食品分野は防災に関わる有力なビジネス領域と見なしうる。 

備蓄以外で重要性が高いのは非常時の連絡方法である。ここでは災害用伝言サービスの

活用に触れておく。災害発生直後は電話の繋がりにくい状況が予想されるため、家族の安

否を確認する上で有効な手段だからである。 

携帯電話事業者の調査によると、東日本大震災の直後は「最大で平常時の約 50から 60

倍以上の通話が一時的に集中していた」98ことが指摘されている。そのため、自助の視点

から利用可能な災害伝言サービスについてあらかじめ調べておくことは重要な備えの 1つ

となる。 

災害用伝言サービスには「災害用伝言ダイヤル（171）」「災害用伝言板（web171）」

「災害用音声お届けサービス」等がある。災害用伝言ダイヤル（171）とは、災害時に固

定電話や携帯電話を使って家族や安否を伝えたい人の電話番号宛に安否情報（伝言）を音

声で録音（登録）し、全国からその音声を再生（確認）することができるサービスである

（図表 3-44）。災害用であるため普段は使用できないが、体験利用日が設けられている

ため、サービス内容の事前確認が必要である。 

 

図表 3-44 東北大震災時における東北地域における通信状況 

 
  注：「大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方に関する検討会ネットワー

クインフラ WG（第 2回）」配布資料より作成 

 出典：総務省ホームページ「災害用伝言サービス」 

 

 
98 総務省ホームページ「災害用伝言サービス」 
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以上、自助の取り組みとして 3つのポイントを指摘した。行政や地方自治体、企業が提

供する防災サービスは日に日に進化している。しかしながら、住友生命のアンケート調査

から明らかなとおり、自助側では公助や共助側から提供されているサービス内容を知らな

い状況が比較的多い。この実態を踏まえ、自助に関わる重要な情報を広く普及させていく

ための情報提供の在り方を検討することが今後の課題となろう。 

第2項 「備えない防災」の考え方と防災ビジネスについて 
第 1項では防災における自助の役割と取り組みから「自助への情報提供」が課題になる

と指摘した。第 2項では前項の内容を踏まえつつ、自助が共助や公助とどう繋がればよい

のか、多摩圏ではどのような繋がり方があるのかを考察し、述べていきたい。このことを

考える上で、フェーズフリーの概念を取り入れることが有効だと考える。フェーズフリー

は「備えない防災」と表現されるが、より正確にいえば「身のまわりにあるモノやサービ

スを、日常時はもちろん、非常時にも役立てることができるという考え方」（フェーズフ

リー協会）である。この考えについての理解を促すために 2つの事例を挙げておこう。 

1つ目は「IZAMESHI」（以下、イザメシ）である。建築金物総合商社の杉田エースが、

防災商品を開発するなかで 2014（平成 26）年に立ち上げた長期保存食ブランドである。

コンセプトは「備蓄食から、おいしく食べる長期保存食へ」で、災害時にも使える備蓄食

品を販売している。 

イザメシは自社ブランドとコラボブランドの２つに大別できる。自社ブランドでは、化

学調味料を使わず、素材本来の味にこだわったという「イザメシ・デリ」や、水や手間、

時間が不要でフタを開ければすぐに食べられる「イザメシ・カン」がある。他社とのコラ

ボ商品として、ふりかけで有名な三島食品とコラボした和風出汁のおかゆや家庭料理・鉄

板中華のシャンウェイとコラボした中華缶詰シリーズがある。また、オフィスに特化した

「オフィス・イザメシ」というセット売り商品もある。1人分のユニットはデスクの引き

出しにすっきり入るサイズで、パッケージにもこだわりを見せている。 

同社は、備蓄商品を使った「イザメシテーブル」というカフェも経営している。このカ

フェにはイザメシの商品をベースに多彩なアレンジを加えたメニューがある。従前の客層

が 40歳代から 50歳代であったが、カフェではターゲット客層を 20歳代から 30歳代に設

定するなど、新規顧客獲得への意欲が見受けられる。 

新宿にある「イザメシテーブル」を現地調査した結果、以下のことがわかった。我々が

訪れた店舗では、20 歳から 30歳代前半くらいの女性層が全体の 8割から 9割ほどを占め

ていた。店の内装や外装もカフェを意識している。このことから、イザメシのイメージ戦

略の有効性が示唆される（図表 3-45）。 

ここでメニューの最初に記されている文章の一部を紹介しよう。 

  

「当店では、長期保存食イザメシを使った豊かなフード、スイーツ、ドリンクメニュー

をご用意しております。 

彩りよいワンプレートメニューやサンドウィッチ、本格手延べ麺を使ったつるりとした

うどんなどランチにもディナーにも、カフェとしてご利用いただけます。 

イザメシはおいしさだけではなく、豊富なメニュー展開、そして生活に溶け込むデザイ

ンにこだわった“長期保存食”です。 

イザメシをもっとも身近で気軽に体感いただける場所を作りたいと考え「イザメシテー

ブル」をオープンいたしました。（略）」 
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図表 3-45 イザメシテーブルの店内 

 
（撮影）多摩学班 

 

メニューの冒頭に事業の意図を明記することで、店を訪れた人々の防災意識を引き上げ

る工夫が施されている。提供される料理は全てが長期保存食で調理されているわけではな

く、料理のメインや一部に使われている。例えば「とろけるチーズと半熟卵あつあつ鉄鍋

ハンバーグ」は「煮込みハンバーグ」という長期保存食を使ってアレンジしている（図表 

3-46）。また「サンマとアボカドのサラダプレート」は「骨までやわらか さんまの味噌

煮」を使って、カフェ料理を仕上げていた。 

 

図表 3-46 イザメシのインスタグラム 

 
出典：イザメシテーブルのインスタグラム 

 

店に入るとすぐにイザメシの商品が並べられており、料理で使われた保存食をすぐに買

うことができる仕組みになっていた。保存食のパッケージも若年層が好むデザインとなっ

ており、インスタグラムを使った宣伝方法を活用するなど、視覚に訴える宣伝・広告が重

視されている（図表 3-47）。 
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図表 3-47 とろけるチーズと半熟卵あつあつ鉄鍋ハンバーグ 

 
（撮影）多摩学班 

 

イザメシは保存食をカフェ料理に仕立てることで、普段の生活で保存食を活用するスタ

イルを提供している。ビジネス面においても、ただ保存食を売るのではなく、保存食を使

った料理を提供するカフェ運営を通じて、防災ビジネスの幅を広げることに成功してい

る。このビジネスモデルの成否が今後大いに注目される。 

2つ目の事例は STARTTS（以下、スターツ）である。立川を拠点にバッグを主力商品と

して販売している。そのなかには「フレキシブルリュック防災バッグにもなる大量リュッ

ク」（税込 29,920円）（図表 3-48）がある。こちらはフェーズフリー協会が出す認証マ

ークを取得している商品であり、18 種類以上の機能を備えている。このバッグ自体が 30

リットルサイズの大容量で、日常的には必要なものを多数収容できる。災害時には、2リ

ットルのペットボトルが 4本まで収納でき、水害時には空のペットボトルを入れて浮き袋

としても使える 99。この商品には防災機能が高い一方で普段使いができるという便利さが

ある。 

 

図表 3-48 フレキシブルリュック 防災バッグにもなる 大容量リュック 

 
出典：スターツホームページオンラインストア 

 

 
99 スターツホームページオンラインストア 
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同社はこの商品の開発資金を集めるにあたりクラウドファンディングを活用したことで

も注目された。クラウドファンディング（crowdfunding）とは「群衆（crowd）と資金調

達（funding）を組み合わせた造語で、インターネットを通して自分の活動や夢を発信す

ることで、想いに共感した人や活動を応援したいと思ってくれる人から資金を募るしく

み」100である。 

スターツでは、Makuake(マクアケ)というサービスを使って資金を調達した。結果とし

て 147万 5,056円が集まり、目標達成度は 295%と想定を大きく上回った。クラウドファン

ディングでは、提案したプロジェクトに社会的ニーズがあると認知されればネット上で比

較的スムーズに資金を調達できる。小規模ゆえに資金調達で苦労する中小企業にとっては

魅力的な資金調達手法ではないだろうか。立川市に拠点を置くスターツは、防災関連の社

会的ニーズを満たすことで成功した多摩圏の中小企業として評価できよう。 

企業ではなく行政側から自助側へフェーズフリーを提案し、活用された事例もある。広

島県熊野町では、普段から行きたくなる避難所として防災センターにシャワー室、ペット

部屋、ドックランを併設した施設が提案された。普段は地域交流の場として使えるように

創意工夫が施されている。愛知県今治市では、ごみ処理施設「バリクリーン」に避難所機

能を持たせるアイディアが提案された。普段は卓球場や研修用に貸し出し可能とすること

で、通いやすい避難先を目指している 101。 

以上の事例から、防災ビジネスは工夫次第で収益獲得の見通しが立つ分野だと考える。

共助や公助から自助へフェーズフリーを提案することは事業の収益性を高める上で有効な

アプローチだと考える。 

これまではフェーズフリーという考えを主軸とするビジネスモデルを紹介してきたが、

より広い視野で防災ビジネス全体を考える場合、それを成り立たせる重要な要素は何であ

ろうか。藤田・笠原（2021）によると防災ビジネスにおいて重要な要素は 3つある。まず

1つ目は「柔軟性」である。柔軟性について彼らは以下のように述べている。 

 

事例企業は皆、創業当初から防災ビジネスを意識していたというよりも、経営者の被災

経験や既存事業との親和性の高さに気づくなどして参入したケースが多い。ただ、各社に

共通しているのは、防災ビジネスへの参入を思い立ってから実現するまでの意思決定の速

さである。小回りの利く小企業ならではの柔軟性が存分に発揮されている。小企業は従業

員が少なく、経営者が現場の最前線で仕事をすることも多い。代表者と家族従業員だけで

営んでいる企業もあり、スピード感のある意思決定が可能である。102 

 

中小企業は、小規模ゆえの経営基盤の脆弱さという短所を持つ一方、それゆえの意思決

定の迅速さという長所を持つ。それは事業内容の変更にとどまらず、組織の変更において

も同様である。小規模ゆえの迅速さは事業組織の柔軟性に繋がる。 

2つ目は「地域性」である 103。中小企業は地域に根ざし、地元の特性を活かしたビジネ

スを行う傾向がある。自然災害が与える影響は地盤、地形、震源等からの距離といった特

性によって変わってくる。過去の震災体験から明らかな通り、自然災害がもたらす被害規

模は地域によって大きく異なる。 

東日本大震災の場合、震度で見るならば「宮城県北部の栗原市で最大震度 7が観測され

た他、宮城県、福島県、茨城県、栃木県などでは震度 6強を観測。北海道から九州地方に

かけて、震度 6弱から震度１の揺れ」と地域ごとに影響が異なる（図表 3-49）。津波の

規模で見ても「福島県相馬では 9.3m 以上、岩手県宮古で 8.5m 以上、大船渡で 8.0m 以

 
100 READYFORホームページ 
101 朝日新聞社説 2022年 10月 6日 
102 藤田・笠原 （2021）、6-7ページ 
103 同上、7-8ページ 



77 
 

上、宮城県石巻市鮎川で 7.6m以上などが観測（気象庁検潮所）されたほか、宮城県女川

漁港で 14.8m の津波痕跡も確認（港湾空港技術研究所）」104と同様に影響が異なる（図表 

3-50）。首都圏では液状化の被害があるなど、地域によって災害における被害の態様も異

なる。被害の状況や態様によって生じる「ニーズの多様性」に対応することも企業側に求

められる。 

 

図表 3-49 東日本大震災の概要 

 
出典：内閣府「特集 東日本大震災」 

  

 
104 内閣府ホームページ「特集 東日本大震災」 
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図表 3-50 東日本大震災による浸水範囲概況図 

 
出典：内閣府ホームページ「特集 東日本大震災」 

 

藤田・笠原（2021）は、「ニーズの多様性」を加えた 3つの要素を踏まえつつ、小規模

な企業が防災ビジネスに取り組むことの意義を強調している。「柔軟性」は小企業の強み

そのものであり、「地域性」は大企業にとって参入障壁となりうること、「ニーズの多様

性」は多様な個別ニーズに対応するには小回りのきく小企業が最適だからである 105。 

中小企業が地域に特化し個別のニーズに対応しつつ環境変化を乗り切る姿勢は、防災分

野にとどまらず、あらゆる分野における社会的課題の解決に必要ではないか。これこそが

中小企業のサバイブに適した経営姿勢だと考える。 

本研究の対象地域である多摩圏には中小企業が多い。「経済センサス基礎調査・活動調

査」「事業所・企業統計調査(総務省)site」によると、八王子市の企業数 1万 1,688社の

うち 1万 1,660社が中小企業である。町田市では 7,393社のうち 7,386社が中小企業であ

る 106（図表 3-51）。これら中小企業の中には、事業の親和性という観点から、防災ビジ

ネスへの事業展開に適した企業があるものと推察される。スターツの成功事例が示す通

り、親和性とアイディアによって防災ビジネスを事業化できる道は開かれる。当然、新規

事業の着手にはリスクが伴うため、クラウドファンディングに代表される新たなマネジメ

 
105 藤田・笠原（2021）、6-9ページ 
106 中小企業庁ホームページ 
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ント手法の活用を通じて、商品開発や事業展開における障害を減らすことが肝要となろ

う。 

図表 3-51 多摩圏にある各地方の中小企業と全体企業数（一部抜粋） 

 
注：出典のデータ（2018年）をもとに筆者が作成 

出典：中小企業庁ホームページ 

第3項 自助に関する事例（立川防災館） 
以下は、グループワークを踏まえた報告である。 

 

実施日：2022年 6月 26日 

場所：立川防災館 

所在地：東京都立川市泉町 1156 番地の 1 

 

多摩圏の中央に位置する立川市には立川防災基地が広がり、基地内には政府機関、警

察、消防、海上保安庁の出先機関が集まっている。首都機能が喪失された際の予備拠点と

して機能しており、その一角に位置しているのが東京消防庁の立川防災館である。多摩学

班では都と多摩圏における自主防災組織で欠かせない防災知識や技術の向上、防災体験を

通じて自助や共助の重要性を認識すべく立川防災館を訪問した（図表 3-52）。 

 

1.多摩圏における風水害の現状（講義） 

1974年の多摩川水害以降、目立った洪水がなかったことで多摩川流域の住民の川への防

災意識や土地の成り立ちに関する知識が薄まっていたところに、2019（令和元）年 10月

12日の豪雨が襲った。台風第 19 号の接近により多摩川（全長 138km）周辺で大雨とな

り、流域 6か所のアメダスの観測点ではいずれも 24時間の降雨量が観測史上最多を記録

した。 

浸水被害の原因としては①多摩川につながる樋管（樋門）からの逆流、②多摩川から支

流河川へのバックウォーター現象、③堤防より低い水門を超えた多摩川からの越水、の 3

つに分類される。台風 19号の被害においては、現状のハザードマップの想定を超えてお

り、広域の内水氾濫や河川の氾濫による建物被害が起きた。これまでの経験からは、今回

のような樋管や用水路周辺での局地的な浸水の危険性を理解することをできなかった。 
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図表 3-52 立川防災館担当者による講義 

 
（撮影）多摩学班 

 

2. 多摩圏における風水害の現状（講義） 

水害について理解する上で、内水氾濫（都市型水害）と外水氾濫の 2つがあることを理

解しなければならない。内水氾濫とは大量の雨に対して排水機能が追いつかずに処理しき

れない雨水で土地や建物が水に浸かってしまう現象で、浸水害とも呼ばれる。特に市街地

などで多く発生する傾向がある。 

内水氾濫は次の 2つに分かれる。 

・氾濫型 

・湛水型 

氾濫型とは、側溝や排水路などの排水機能が河川の増水や大量の雨水に耐えきれず、少

しずつ浸水していくことであり、河川の有無にかかわらず発生するため河川がない地域で

も注意が必要とされている。それに対して河川の水が排水路などを逆流して起きるのが湛

水型の内水氾濫で河川の水位が高くなるにつれて発生しやすく、台風 19号の多摩川の氾

濫はこれに該当する。 

また、外水氾濫とは、川の堤防から溢れる、あるいは川の堤防が破堤した場合に起こる

洪水のことをいう。大量の高速氾濫流が一気に市街地に流れ込み、短時間で住宅に浸水被

害が起こるため、人的被害が起きてしまうことが多く見られる。 

 

3. 身近でできる風水害対策（実践） 

立川防災館においては、都民を対象として家庭でもできる防災の取り組みを紹介し、浸

水被害の軽減に向けた啓蒙活動を続けている。台風や集中豪雨による被害を最小限に抑え

るために普段からの備えが重要なことを確認してもらうのが狙いだ。 

まずはポリタンクとレジャーシートを使った防水工法だが、これはポリタンクに水を入

れて、レジャーシートなどでくるみ出入り口に並べて使用する（図表 3-53）。 
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図表 3-53 ポリタンクとレジャーシートを使った工法 

 
（撮影）多摩学班 

 

次にプランターとレジャーシートを使った防水工法だが、これは土を入れたプランター

をレジャーシートなどでくるみ出入り口に並べて使用する（図表 3-54）。応急措置だが

どちらも浸水に対して効果的な方法である。 

 

図表 3-54 プランターとレジャーシートを使った工法 

 
（撮影）多摩学班 

 

4.防災意識を高める VR 体験と救出救助―災害をリアルに再現 

立川防災館の中でももっとも人気のあるのが VR体験である（図表 3-55）。私たちは地

震や火災、風水害といった災害の脅威に対して常に心の準備をしなければならない。個人

の防災能力が問われるだけに、テクノロジーを通じて防災訓練を進化させている。災害は

自分には起きないという「正常バイアス」を改める体験であった。 
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図表 3-55 VR体験 

 
（撮影）多摩学班 

 

救出コーナーでは、災害時を再現した原寸大の模型（モック）を使い、地震で倒壊した

建物の中で取り残された人やオフィス内で倒れてきた機器や棚の下敷きになった人の救助

方法を学ぶことができた。正しい知識を身につけ体験することで、誤った救助方法での二

次災害を防ぐことを目的としている（図表 3-56）。 

 

図表 3-56 救出救助コーナー 

 
（撮影）多摩学班 

第4節 小括 
我々は 2011（平成 23）年に東日本大震災という未曾有の災害を経験してきた。しかし

こうした災害から我々が学ばなければならないのは、本当に想定した教育や防災訓練がで

きているかということである。すでに述べたが、災害時においては公助が十分に機能しな

くなるのは周知の事実であり、多摩学班での研究を通じても防災の基本は家族単位の「自

助」であると確認した。 

多くの震災や台風での被害を通じ、家族や地域の身近な所にどこに問題がひそんでいる

かを考え、話し合っていく必要があり、そのために都ではマイ・タイムラインシートなど

の普及に努めている。私たちは地域のハザードマップを再度確認する必要がある。 

災害は無関係というものではなく、起きたときに何をするか、まず家庭でのできること

を見直し、少しであっても災害に対する備えをすることが必要と考える。それを考え実行

していくことで「共助」へのつながりが見えてくるのではないだろうか。 

災害が起きた時には、家族単位で解決しなければならない課題が少なくない。日本は高

い倫理観と地域での助け合いにより、さまざまな災害からの復興を遂げてきたが、東日本

大震災では一人暮らしの高齢者や地域の関わりがない方々が多数亡くなったことは事実で
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ある。多摩学班でグループワークとして訪れた「グランループマンション」においてはこ

のような課題を解決すべく、日頃の防災活動や自治会活動においてなるべく顔の見える関

係を築くことを心がけていた。 

しかしこれはごく一部の先進的なマンションの例であり、活動を支えるリーダーの資質

や献身に支えられていることを指摘しなければなるまい。 

7：2：1は自助、共助、公助が災害においてどれだけ役に立つかの割合である。このよ

うに自助や共助がしっかりしている地域とそうでない地域では、被害の程度や復興に差が

出ることが予想される。まずは「自分のことは自分で守る」「地域でできることは地域

で」の心構えが欠かせない。 

最後に、防災についての自助、共助の取り組みでの最大のポイントは、大災害の記憶を

忘れないことである。しかし、これは公助の側からの発信のみでは限界がある。東日本大

震災以降、多くの公的機関によって継続して実施されている「あの日を忘れない」のよう

な取り組みも一方的なものでは、防災の主役である一般住民はいずれ忘れてしまうのであ

る。 

自助、共助側からの自主的な取り組みにこそ、大きな意味と効果がある。それは災害に

際して、単に避難することだけではない。これを支援する公助も、単に公的な支援策の拡

充という視点で展開するのではなく、自助、共助側からの発信を受け止めて、これに応え

る形で展開してゆく真の協働のパートナーとして捉えることが重要だと考える。 

次章では多摩圏の防災対策において多摩大学がどのように貢献できるのかについて考察

し、提言を試みる。 
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第4章 多摩圏における防災対策：課題と提言 

第1節 地域社会に求められるもの 
前章までの考察から、23区に比べて住宅の密集度こそ低いものの、多摩圏でも災害の危

険性は決して低くないうえ、富士山の噴火のように東京西部に位置していることで、都心

部よりも深刻な被害を受ける災害が存在することが明らかになった。 

災害が発生した場合には、自助、共助、公助を適切に組み合わせて、被害を最小限に食

い止めることが求められる。その際には被災地域にある諸施設は公的機関から民間団体ま

でこぞって全力を挙げ、連携して活動することが欠かせない事実は、1995（平成 7）年の

阪神淡路大震災や 2011（平成 23）年の東日本大震災にとどまらず、多くの風水害、地震

などで示されている。 

幸い多摩圏を直撃するような大災害が起きていないうちに、自助、共助、公助の役割を

整理し直し、互いがどう連携するのかを踏まえた態勢の構築が求められている。都や市町

村が中心となった防災計画の再点検やその内容の住民への周知、コミュニティ単位での避

難場所の確認や実地の訓練、各家庭における食料の備蓄や住宅の耐震補強、家族間の緊急

連絡態勢の確認など取り組むべき課題は多い。 

日ごろから災害への備えを意識することは重要であるが、緊張感を長い間持続すること

は難しい側面がある。いざという時に、かねて用意していた備品、飲食料などが使用期限

を超え、あるいは消耗して使えないのでは意味がない。そのために平時の暮らしに防災の

視点を組み込むことが重要となってくる。本論文では、平常時は公園や街路として日常を

彩りながら、災害時は防災空間として機能する空間を作る手助けをする「防災ファニチャ

ー」を紹介したが、普段使いと災害対応の両面を持つ備品の開発と導入、非常食を古くな

った順番に消費して更新していくローリングストック法の実践など、コミュニティや家庭

単位で実行できるものは少なくない。 

第2節 多摩大学の役割 
こうしたなかで高等教育機関として高い公共性を持つ多摩大学にとっても防災、減災の

ための取り組みは喫緊の課題といえよう。多摩圏は就業者の多くが 23区内に通勤してお

り、平日の昼間は高齢者や乳幼児といった災害弱者が多くなりがちである。さらに高齢化

が進む多摩ニュータウンも抱えている。それだけに 10歳代後半から 20歳代前半で知力、

体力が備わった若者が多く在籍し、平日の昼間に活動している大学のマンパワーへの期待

が大きいことは、さきに実施した多摩市役所防災安全課へのヒアリングでも強く感じたと

ころだ。さらに組織の運営や学生指導に長けた教職員が日常的に勤務しているのも大学の

特徴である。 

そこで本章では多摩大学が今後取り組むべき活動や態勢の整備を具体的に提言したい。

ここでは同じ多摩市にある国士舘大学防災・救命救助総合研究所の実践例や担当者からの

助言、関係論文をもとに考察する。また中央大学八王子キャンパスのボランティアセンタ

ーの知見も参考にした。 

第3節 学生の防災意識の涵養 
何よりも学生を対象とした防災教育を充実させる必要がある。具体的には「防災リーダ

ー養成論（基礎課程）」「防災リーダー養成論（実践課程）」といった正規の授業を総合

教育の一環として設け、防災専門家を講師に招いて防災のあり方について実地を踏まえて

学ぶ。正規授業であることから履修者には単位も付与され、年に一度の防災講習や訓練の

ように形ばかりの参加で終わる一過性のイベントではなくなる。参加する学生の真剣さも

格段に向上しよう。また東京消防庁と連携して上級救命講習を組み込めば、修了者には認
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定証が付与される。また後述する民間資格である「防災士」107の養成講座と連動させるこ

とも考えられる。 

この授業を通じて、ソーシャルワーク教育が浸透することにより、防災リーダーとして

の意識や資質を持った学生が一定数育成されることが期待される。そうした学生たちが中

核となって下級生の指導にあたることができるようになれば、本学の防災活動は拡充する

だろう。教育機関には毎年度、卒業生に代わって新入生が加わることで新陳代謝が円滑に

進む特性がある。上級生から下級生への知識や経験の承継により、一般のクラブや同好

会、学園祭実行委員会などと同様にきわめて持続可能性の高い活動が期待できよう。 

防災教育への取り組みは、他の大学でも始まっている。たとえば愛知県豊明市の藤田医

科大では、防災士養成講座を必修化し、学生全員の資格所得を目指す取り組みを始めてい

る。藤田医科大は災害時の拠点病院を持っており、学生の災害対応能力を高めることを目

指している。認証機関である日本防災士機構によれば、全国で約 50大学が取得に取り組

んでいるが、すべての学生が対象となるのは初めてという 108。 

兵庫県に 3キャンパスを持つ関西国際大学は、阪神淡路大震災の体験も踏まえてセーフ

ティマネジメント教育研究センターを設立し、防災教育の拠点としている。防災士の養成

講座を組み込み、2021（令和 3）年度春には資格の取得者が 1,000 名を越えた。学生によ

る防災士サークルも活動している。 

他学における先進事例は、多摩大学にとってきわめて参考になるのではないか。 

第4節 防災ボランティア団体の設立 
すでに本学でもボランティア活動の窓口が設けられてはいるが、まだまだ手探りの状態

といえる。上記の防災リーダーたちが中心となった恒常的なボランティア組織を設立する

ことを提案したい。 

中央大学では東日本大震災を契機にこうした活動が活発となり、現在もボランティア団

体「チーム防災」が 30人規模で活動を続けている。「学生×地域×防災」で自助や共助

の力を高めることを目指し、災害の発生時に被災地の支援活動に乗り込むだけでなく、平

時にも日野市など周辺自治体の小学校での防災授業に中心となって取り組んできた。オン

ライン形式のイベントも用意するなど、コロナ禍のなかでも学生らしい発想と行動力で実

績を上げている。 

本学でも防災活動に関心の高い学生と教職員が手を携えてボランティア団体の運営に取

り組む意義は小さくない。東日本大震災の際にはゼミなどの単位で被災地支援に乗り出し

たが、活動の中核組織ができれば、派遣先の選定、派遣スケジュールの調整など学内に横

串を通した調整が可能となり、より効果的な支援が望める。 

第5節 ボランティア基地の支援 
ともすれば被災地の支援に目が向きがちだが、これまでの研究から多摩地域が災害地と

なる可能性も否定できないことが確認された。その場合は全国からボランティアが支援に

駆けつけることが予想されるが、そこで重要なのが受け入れや調整機能を持つ拠点の存在

である。 

東日本大震災では、石巻専修大学がボランティア基地となり、被災者支援や復旧におい

て大きな役割を果たした。防災ボランティアセンターを立ち上げ、全国から駆け付けてく

 
107 防災士は「“自助”“共助”“協働”を原則として、社会の様々な場で防災力を高め

る活動が期待され、そのための十分な意識と一定の知識・技能を修得したことを、日

本防災士機構が認証した人」。（日本防災士機構ホームページ） 
108 日本経済新聞夕刊 2023年 1月 5日 
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れる方々を秩序だった形で受け入れたうえ、必要な派遣先を指示することがなければ、支

援は場当たりで非効率なものとなり空回りしかねない。 

多摩市では唐木田地区の市総合福祉センターに設置が予定されているが、多摩川の水害

が懸念される関戸、一宮地区や、市の中心部である聖蹟桜ヶ丘、永山により近いサテライ

トの必要性は市も認めている。すでに国士舘大学が防災・救命救助総合研究所のある多摩

南野キャンパス 109に何らかの支援基地を構築することを検討しているが、これと連携する

形で多摩大にサテライトを設けてはどうか。 

人口の集中する聖蹟桜ヶ丘や永山からさほど遠くないうえ、尾根幹線道路に接し地の利

は極めて良い。高台にあり水害の心配は皆無といっていいだろう。さらに整備された校舎

や体育館があり、駐車用地やグラウンドなど広い敷地も活用できる。キャンパスに隣接し

て災害時給水ステーションとなる聖ヶ丘給水所（応急給水拠点）があり、断水の心配がな

いことは心強い（図表 4-1）。 

 

図表 4-1 多摩大学に隣接する応急給水拠点 

 
（撮影）多摩学班 

 

また、キャンパス内にはセブン-イレブン多摩大学店がある。第 3章第 2節で述べたよ

うに、災害時においてコンビニが果たす役割が大きいことは東日本大震災などを通じて立

証されている。さらにコンビニ各社は公助や共助、自助の結節点であることを自覚し、防

災機能の強化策を進めている。学内に店舗が立地していることは大きな利点であり、全国

から駆け付けてくれたボランティア、さらには周辺地域の被災者にとって心強い存在とな

ろう。 

本学は多摩市と稲城市の境界エリアに立地しており、両市の調整が行われれば、稲城市

への支援にも大きな役割を果たすことも可能である。 

災害時にはボランティア活動の専門家集団ともいえる「OPEN JAPAN110」などが先陣を切

って支援に乗り込んでくることが考えられる。そうした団体は被災地におけるボランティ

ア活動の調整や後方支援の経験も豊富で、きわめて心強い存在である。ただ、来援する一

 
109 他校と統合された都立南野高校の旧校舎などを活用した施設で、防災教育・研究の拠

点および大学院の研究施設などが置かれている。国士舘大学が５つ目の教育研究用地

として 2020（令和２）年に取得した。 
110 1995（平成 7）年 1月の阪神淡路大震災の際に生まれた民間の非営利団体「神戸元気

村」の流れを受け継ぐ一般社団法人。日本全国にネットワークを持つ団体や個人の集

まりで、本部は宮城県石巻市。 
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般ボランティアや専門家の受付事務では人手が足りなくなることが予想される。本学はキ

ャンパス用地や施設を提供するとともに、先の防災リーダーを中心に学生や教職員が一丸

となり全国から来た人々の受け入れや専門家集団の応援に当たることが求められよう。 

また、寺島学長が会長を務めている医療・防災産業創生協議会は、2021（令和 3）年 6

月の中間とりまとめの中で高機能・多用途コンテナの開発を提言している。平時には備蓄

倉庫や移動診療所、移動キッチンなどとして使い、災害時には医療や炊き出し、トイレ、

風呂、電源など被災者をさまざまな形で支援する施設となるものだ。 

こうした新たなインフラが実用化された際には、ボランティア基地の機能整備の一環と

して導入することを検討すべきではないか。 

避難所の活動においても本学の学生や教職員に期待される役割は大きい。多摩市内では

避難所として 34 か所が指定されている。災害発生時にこうした多くの避難所が連携して

機能するための総合防災訓練も始まった。2022（令和 4）年度は 3か所の参加にとどまっ

たが、2023（令和 5）年度は 10 か所に増やし、最終的には全避難所で実施するのが市の方

針である。 

高齢化が進む多摩ニュータウンを抱える一方で、都内への通勤者のベッドタウンの性格

も強い地域だけに、高齢者や乳幼児を抱えた家族といった多くの災害弱者の受け入れが予

想され、きめ細かい対応が不可欠となる。運営の中核は市社会福祉協議会が担うことにな

ろうが、実際に避難所や周辺での作業などにあたる人手はいくらあっても余ることはな

い。専門職とは異なる身近な存在として被災者と緩やかに向き合える学生が働く姿は、と

かく殺伐としがちな避難所にとって貴重な存在ではないか。 

市役所は救助や復旧といった公助に忙殺されることから、こうしたボランティア基地や

避難所の運営には手が回りそうにない。多摩学を掲げ、地域の問題解決に腰を据えて取り

組んできた本学の真価を示したい。 

第6節 他機関との連携 
国士舘大学と多摩市社会福祉協議会は近く、連携協定を結ぶ。内容は以下の 3点となっ

ている。多摩市社会福祉協議会は他の大学等との連携にも積極的であり、多くの大学が立

地する多摩市の長所を生かしたいと考えている。 

 災害時のボランティアセンター運営の支援 

 要員となる教職員、学生の派遣 

 防災講座での教室等の提供 

災害時における共助の中核は市社会福祉協議会が果たすことになる。本学も将来的には

こうした連携協定を結び、防災活動の拠点、人材の供給基盤としての位置づけを明確にす

ることが望まれる。 

山本（2019）によれば、2004（平成 16）年 10月に発生した新潟県中越地震での経験を

もとに、翌年から全国の社会福祉協議会では「協働による、災害ボランティアセンターに

よる支援体制構築」に取り組み始めた。被災地において、多様な支援者が混乱する事態を

避けるため「被災者中心、地元主体、協働」の 3原則を支援の基本に置き、災害ボランテ

ィアセンターでのコーディネーター研修のプログラムの開発、運営支援者・運営者の養成

研修が実施されている。こうした取り組みに本学が参加する意義は大きい。また、市内の

企業、市民団体、大学、行政などが緩やかに連携している「ゆるたまネット」での活動も

積極的に考えるべきだろう。 

災害時には市外からのボランティアの受け入れを効率的に受け入れるとともに、被災者

のニーズを聞き取り、その解決を図る「被災者支援コーディネーション」を支える組織が

不可欠となる（図表 4-2）。 
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図表 4-2 支援調整（コーディネーション）の基本フレーム（「被災者支援コーディネ

ーションガイドライン」2022（令和 4）年 3月発行） 

 
出典：全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 

 

発災後は求められる業務が急増し、その対応が後手後手に回りがちなうえ混乱も避けら

れない。災害時に情報を共有してその後の活動を決めていく会議体（情報共有会議）の設

置が必要となるが、ここにも本学の教職員、学生が参画することが望ましい。熊本地震以

降の大きな災害では、ほとんどで情報共有会議が設けられており、円滑なボランティア活

動につなげている。 

このほか、多摩地区の大学と地域によるネットワーク（ボラネット多摩）の活動も注目

される。こちらは中央、明星、実践女子、東京都立、法政の各大学が日野市や日野市社会

福祉協議会と連携した組織だが、本学も知識の共有などのためにオブザーバー参加から始

めてみてはどうか。 

これまでの災害の経験を踏まえると、学生ボランティアの活動期間が比較的短期間にと

どまり、学校行事などで撤収しなければならない事例も見られる。山本（2019）は対応策

として、災害ボランティアセンターを支えられるシフトを複数の大学間で組むことを提唱

している。大学間の連携組織に本学が加わり、こうした支援の輪を強めることは地域社会

から大いに歓迎されよう。支援活動の中核となる社協がこうした動きに対応するスキルを

磨けば、極めて効果的で息の長い取り組みが望める。 

今年度の研究を踏まえて、多摩圏における知の拠点をめざす本学が果たすべき役割が極

めて大きいことを痛感した。そして地域が抱える課題を的確に把握し、解決を試みるプロ

セスは学生を成長させると確信する。 

 

本論文における提言が実行に移されることを本年度多摩学班は強く期待している。 
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第5章 本研究の貢献と今後の課題：多摩大学に求められる役

割 
今年度の多摩学班は、従前からの研究テーマである「住みよい街」に不可欠な要素であ

る「安全・安心」を重視し、近年増加傾向にある自然災害への備えという観点から「多摩

圏の防災対策」を論文タイトルとし、その現状と今後の展望について考察と検討を加え

た。     

第 1章では考察対象地域である東京都下 26市 3町 1村を多摩圏と定義した。第 2章で

は多摩圏の人口動態及び自然災害の種類と歴史に焦点を当て検討した。東京都区部と比較

して高齢化が進行する多摩圏の地盤は決して強固とはいえず、豪雨による河川氾濫の危険

性は徐々に高まりつつある。直下型地震と水害のリスクがある中で、高齢者を中心とする

避難行動での要支援者を自然災害から守るための体制構築が喫緊の課題であることを指摘

した。 

第 3章では防災対策を「国や地方公共団体」主体の公助、「地域や法人組織等」主体の

共助、「個人と家族」主体の自助に大別し、各々の取組状況等について調査した。公助で

は国や都だけでなく、多摩市、稲城市の事例を中心に、地域防災計画の概要紹介と当面の

課題にも言及した。 

共助ではマンションの自治会組織や複数の企業を取り上げ、着手されている事業や活動

内容について具体的な設備、商品等に触れつつ詳述した。自助についてはフィールドワー

ク先である立川防災館での講習内容に注目し、個人、家族レベルでの実行可能な取組みに

ついて、マイ・タイムラインシートの作成作業も紹介しつつ解説した。 

このように防災対策を公助、共助、自助の 3側面から調査する過程で、公助の限界と自

助の重要性が再認識されたものの、避難行動要支援者の増加に対する配慮と対応が課題で

あり、「多摩圏の共助」がもっとも重要であることを強調した。 

第 4章では前章での考察を踏まえ、多摩圏の防災対策における課題解決に向けた共助の

活用を提案した。具体的にいえば、多摩市が直面する防災対策上の課題解決のために多摩

大学を防災拠点化すべき、との提言である。 

公共性の高い高等教育機関である本学が被災可能性のある多摩圏に立地することの意味

を真摯に受け止めて我々が行った提言は次の 4点から構成される。 

 

1. 防災活動の実習や防災リーダーの育成に資する科目を本学の教育課程に盛り込む 

2．大学公認の恒常的ボランティア活動団体を設立、組織化する 

3．全国から集まるボランティア集団の受け入れ拠点としての役割を果たす 

4．他機関（他大学、社会福祉協議会等）と連携協定を結び広域ボランティア活動を実 

現する 

 

以上の提言のうち、1及び 2はヒトの育成に関する内容、3はモノとしての活用、4はヒ

トとモノを外部組織と連携させた広域ネットワーク形成を謳う内容となっている。このよ

うに、地域住民を被災リスクから守るために、校名に多摩を冠する高等教育機関である本

学が全うすべき社会的責任についての提言をもって第 4章の結びとした。 

これまで多摩大学多摩キャンパスでは、災害発生時の学内における学生、そして教職員

の安全確保を念頭に対策を進めてきた。具体的には簡易トイレ、食料、飲料水、防寒具、

衛生用品の 5点を中心とする備蓄、照明や充電のための発電機の購入、非常連絡のための

公衆電話の常設等がそれに当たる。災害発生時においては学外者、とりわけ近隣区域から

の避難者を受け入れる状況も想定しており、約 800名が 3日間生活できる環境を整えてい

る。 

このような対応の背景には東日本大震災を経験した職員の熱意ある取り組みがある。そ

して八王子コンソーシアム防災連絡会で得られた知見を加え、多摩キャンパスでは総務課
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が中心となり、附属校である聖ヶ丘中学校及び聖ヶ丘高等学校と調整を図りつつ備蓄を中

心とする対策を進めてきた。 

学内の態勢がある程度整いつつあることから、今後は学外機関との連携にも焦点を当

て、より広い視野から事前の準備や応急対策の策定に取り組むべきではないか。本学の教

職員もその必要性については十分理解しているものの、その活動は個人レベルでの関係維

持にとどまっているのが現状である。本学の経営資源の組織化に加え、多摩市やボランテ

ィア団体との連携のもと、社会的課題としての防災活動にいっそう取り組むことが期待さ

れる。 

最後に本研究の主要な貢献と課題について指摘しておこう。 

第 1の貢献は東京都西部にあたる多摩圏の人口動態と自然環境の特徴を詳述することに

より、多摩圏における自然災害リスクの内容と防災上の課題を浮き彫りにした点である。

前者は高齢者を中心とする避難行動要支援者の増加、後者は地盤が脆弱である可能性と水

害リスクの高さである。 

第 2の貢献は防災の 3要素である自助、共助、公助のうち、高齢化の進む多摩圏は共助

の充実に注力すべきことを指摘した点である。このことは多摩圏だけでなく日本全国にも

当てはまる。第 3の貢献は、高齢化の進む多摩圏において高等教育機関たる大学が果たす

べき役割を共助の中に見出し、その具体的な活動について展開プロセスを示しつつ提示し

た点である。この内容は日本全国の大学にとってモデルになりうるものといえよう。 

本研究の第 1の課題はヒアリングの不足である。多摩市における共助実現のために必要

な活動は自治会や町内会等が主体となるものの、その最前線にいる彼らの意見を聴取でき

なかった。 

第 2の課題は多摩圏で深刻な被害をもたらす可能性のある噴火災害についての調査が十

分になされなかった点である。この点を掘り下げることにより論文内容は充実するもの

の、対象が広がりすぎるというトレードオフ問題の発生を回避するため多くを取り上げな

かったが、論文内容の整理次第では解決可能な課題だったかもしれない。 

第 3の課題は一般財団法人日本総合研究所（医療・防災産業創生協議会）が構想してい

る「先進事業の社会実装」の一案である高機能コンテナ実装のアイディアを、実態調査の

遅れから多摩圏の共助に十分に取り込むことができなかったことである。 

これら課題が解決されれば第 4章での提言もさらに充実し、具体的な内容となったこと

は想像に難くない。以上 3点をもって今後の課題としたい。 
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